
第２次かどま男女共同参画プラン推進状況等調査シート

平成29年（2017年）７月10日（月）

門真市市民生活部人権女性政策課



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

1 男
女
共
同
参
画
の
意
識
づ
く
り

1 身近な問
題とし
て、市民
に理解と
共感を広
げる

広報紙など
の媒体を通
じた啓発の
推進

あらゆる年代や立場
の人が男女共同参画
への理解を深めるた
め、広報紙などの媒
体を通じて啓発を進
めます

門真市男女共同参
画推進条例や第２
次かどま男女共同
参画プラン及びプ
ランの推進状況を
広報紙やホーム
ページ、セミナー
等の多様な媒体で
周知し、男女共同
参画への理解が深
まるように啓発し
ていく。

①市のホームページに「第2次かどま男女
共同参画プラン」、「条例」及び「推進状
況等調査シート」を掲載した。

②「第2次かどま男女共同参画プラン」、
「条例」及び「推進状況等調査シート」を
ホームページで公表することで啓発効果が
向上した。

③今後も女性サポートステーションを中心
に男女共同参画に関する広報やセミナーを
実施するなど意識の醸成に努める。

門真市男女共同参画
推進条例や第２次か
どま男女共同参画プ
ラン及びプランの推
進状況を広報紙や
ホームページ、セミ
ナー等の多様な媒体
で周知し、男女共同
参画への理解が深ま
るように啓発してい
く。

市のホームペー
ジ活用により着
実に啓発が行わ
れていることは
評価できる。今
後も引き続き、
女性サポートス
テーションを中
心に、更に多様
な媒体を活用し
て積極的に周
知・啓発活動に
努め、意識の醸
成に努めていた
だきたい。

人権女性政策課　

1

男女共同参
画に関する
認識を深め
る機会の充
実

講座などを開催し、
男女共同参画に関す
る認識を深める機会
の充実に努めます

男女共同参画週間
のみならず、あら
ゆる機会を捉えて
男女共同参画に関
する認識を深める
機会を提供する。

①男女共同参画週間中である6月26日に、
山本シュウ氏を講師に迎え講演会を南部市
民センターで開催した。市民84人の参加が
あった。
また、大阪府が実施する講座やイベントの
情報についても市ホームページから見られ
るように工夫した。

②男女共同参画週間講演会については昨年
の参加者数より微増した。

③より多くの方に参加いただき、男女共同
参画に関する認識が広がるよう、会場や周
知方法などについて工夫が必要。

男女共同参画週間の
みならず、あらゆる
機会を捉えて男女共
同参画に関する認識
を深める機会を提供
する。

講演会は、男女
共同参画に関す
る市民の認識を
深める貴重な機
会であるので、
開催日や会場の
選定、周知の方
法などを工夫し
て、参加者を増
加させるように
努めていただき
たい。

人権女性政策課　
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方針 施策

1 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

人権尊重意
識を高める
機会の充実

講座などを開催し、
人権尊重意識を高め
る機会の充実に努め
ます。また、性的マ
イノリティや性の多
様性も含め、人権尊
重意識を高めるため
の機会の確保とその
内容の充実に努めま
す

人権講座の開催時
期や時間帯の精査
を行い、内容を充
実させ、事業目的
を明確にすること
で参加者の増加に
つながるように工
夫し、さまざまな
テーマを提供し、
人権尊重意識を高
める

①啓発月間・週間等に合わせ、憲法、就職
差別、非核・平和、ワークライフバラン
ス、人権といった「差別問題」等につい
て、講演会やイベントを開催することがで
きた。

②人権講座はいつも平日の午後に実施して
いるが、３月に実施した講座の内容が子ど
もを持つ保護者向け（「インターネットに
おける人権問題～スマホ時代の子どもたち
に大人ができること」）であったため、対
象者の利便性を考え午前中に講座を開催す
るなど工夫をした。

③講座は年５回開催し、1回平均41人を集
客したが、前年度平均の50人を下回った。
さらなる集客を目指し、開催目的等を明確
にし、わかりやすい事業となるよう取り組
む。

人権講座の開催時期
や時間帯の精査を行
い、内容を充実さ
せ、事業目的を明確
にすることで参加者
の増加につながるよ
うに工夫し、さまざ
まなテーマを提供
し、人権尊重意識を
高める。

人権尊重意識を
高めるための
テーマを工夫し
て設定している
ことは大いに評
価できる。テー
マや参加対象者
の想定に応じ
て、開催曜日、
時間帯等を検討
していることは
評価できる。
開催目的等を明
確化するなどの
工夫をして、参
加者の増加につ
なげていただき
たい。

人権女性政策課　
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2 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

男女等の人
権を尊重し
た表現の推
進

広報紙やチラシ、パ
ンフレットなどの媒
体において、男女等
の人権を尊重した表
現の推進に努めます

広報誌やチラシ、
パンフレット等に
男女の人権尊重の
視点から、適切な
表現を使用するよ
う努めるととも
に、庁内各課が行
う男女の表現行為
が適切に運用され
ているか必要な配
慮を行う。

①「表現ハンドブック　考えてみませんか
よりよい表現～人権尊重のために～」の
ホームページへの継続的な掲載とともに、
広報やチラシ、パンフレット等を作成する
際、男女の人権尊重の視点に基づく記述や
LGBTSの方にも配慮した適切な表現を使
用するように努めた。

②庁内の案内・パンフレット等の表現は、
担当課において適切に運用されていた。

③「表現ハンドブック　考えてみませんか
よりよい表現～人権尊重のために～」をよ
り多くの市民の方に見ていただけるように
努めるとともに、庁内での表現の運用につ
いて、さらに注視していく。

広報やチラシ、パン
フレット等を作成す
る際、男女の人権尊
重の視点に基づく記
述やLGBTSの方にも
配慮した適切な表現
を使用するように努
めるとともに、庁内
各課が行う男女の表
現行為が適切に運用
されているか必要な
配慮を行う。

人権女性政策課
を中心に庁内各
課で、人権尊重
の視点から
LGBTｓの方に
も配慮した適切
な表現を使用す
る取り組みをし
ていることは、
高く評価でき
る。
今後は、庁内各
課において、人
権を尊重した適
切な表現の運用
姿勢がさらに醸
成され、それが
確実に定着する
ことが望まれ
る。

人権女性政策課　
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3 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 地域団
体、企業
などと一
体となっ
た啓発を
進める

地域団体、
企業などに
対する働き
かけ

地域団体や企業など
に対し、男女共同参
画社会の実現に向け
た取り組みが推進さ
れるように、働きか
けます

門真市企業人権推
進連絡会を対象
に、固定的性別役
割分担意識に基づ
く格差や習慣等に
ついて、職場での
男女共同参画の研
修に取り組み、地
域団体等との働き
かけを強化する

①大阪府や大阪企業人権協議会が実施する
公正採用や男女雇用機会均等に関する講座
などについて、門真市企業人権推進連絡会
会員に対して周知し参加いただいたほか、
人権協会の構成団体である自治連合会や
PTA協議会などの地域団体に対し、本市が
実施する啓発事業の情報提供を行った。

②企業や地域団体に対し情報提供が行え
た。

③企業人権推進連絡会や人権協会に加入し
ていない企業や団体にも啓発を進める方法
を検討する必要がある。

市内企業や地域団体
を対象に、男女共同
参画に関する啓発事
業を実施し、各組織
内において取組が進
むよう働きかける。

門真市企業人権
推進連絡会会
員、自治連合
会、PTA協議会
など地域団体へ
の講座などの周
知、参加促進に
ついては評価で
きる。現在情報
提供ができてい
ない地域企業や
地域団体に対す
る情報提供や啓
発促進の方法の
検討が強く望ま
れる。

人権女性政策課　
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4 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

3 男女共同
参画に関
する情報
を収集
し、提供
する

大阪府等関
係機関との
連携による
男女共同参
画に関する
情報の収集
と提供

あらゆる場面で男女
共同参画の意識が醸
成されるよう、大阪
府等関係機関と連携
し、情報の収集や提
供に努めます

国や大阪府等関係
機関との連携によ
り、男女共同参画
に関する情報収集
に努め、市民に提
供する

①大阪府やハローワークが実施するセミ
ナーなどのチラシや、内閣府発行の月間総
合情報誌「共同参画」を人権女性政策課や
女性サポートステーションの啓発コーナー
に配架するなど情報提供に努めた。また、
市HPで女性の活躍・両立支援サイト（厚労
省委託事業）を紹介し、市内企業の行動計
画や取組を見ることが出来るようにした。

②市ホームページで紹介したことにより、
男女共同参画に関する企業の取り組みや各
市の情報などを広く周知できた。
　
③多くの情報を収集し、講演やセミナー実
施時なども含め、あらゆる機会を捉えて情
報提供に努める。

国や大阪府等関係機
関との連携により、
男女共同参画に関す
る情報収集に努め、
市民に提供する。

女性サポートス
テーションの啓
発コーナーや市
HPを活用し
て、男女共同参
画に関する情報
を積極的に提供
していることは
評価できる。
今後も引き続
き、多くの情報
を収集し、市民
に情報提供して
いただきたい。

人権女性政策課　

6

メディアを
活用した男
女共同参画
の推進

メディアの発信する
内容を主体的に選択
し、読み解き、活用
できる能力の向上を
図るため、関係課や
大阪府等関係機関な
どと連携した取り組
みを進めます

市HPや広報、チラ
シなど様々な手段
を活用し、関係機
関から収集した男
女共同参画に係る
情報をより多くの
市民に提供するよ
う努める。

①市ホームページで内閣府男女共同参画局
と大阪府の該当ページや女性の活躍・両立
支援サイト（厚労省委託事業）を紹介し、
男女共同参画に関するあらゆる取り組みの
情報を提供している。

②市ホームページで紹介したことにより、
男女共同参画に関する企業の取り組みや各
市の情報などを広く周知できた。

③関係課や機関と連絡を密にし、最新情報
の収集や提供に努める必要がある。

市ホームページや広
報、チラシなど様々
な手段を活用し、関
係機関から収集した
男女共同参画に係る
情報をより多くの市
民に提供するよう努
める。

市のHPやさま
ざまな媒体を活
用して情報提供
を行っているこ
とは評価でき
る。
関係課との連絡
を密にして、今
後も最新情報の
収集や提供に努
めていただきた
い。

人権女性政策課　
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5 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 1 保育所・
幼稚園・
学校など
におい
て、男女
共同参画
意識を育
む

男女共同参
画意識を育
む保育の推
進

保育所において、男
女共同参画と一人ひ
とりの個性の尊重を
基本とする保育を進
めます

保育所保育指針に
基づく子どもの個
性を尊重した保育
の実施

①保育所保育指針の趣旨に基づき、子ども
一人ひとりの個性を尊重し、その能力を発
揮できる環境づくりを園全体の取り組みと
して展開した。

②園生活や遊びを通じ、子どもが性別にと
らわれず個性を尊重する意識づくりが図ら
れた。

③今後も、子どもへの言葉かけなどを通
じ、男女共同参画と一人ひとりの個性を尊
重する意識が醸成されるよう、子どもの心
の育成に配慮していきたい。

保育所保育指針に基
づく子どもの個性を
尊重した保育の実
施。

引き続き、保育
所保育指針の趣
旨や門真市教育
大綱の趣旨に基
づき、幼児の段
階からジェン
ダー・バイアス
をかけないよう
な組織的取組な
ど、子ども一人
ひとりの個性が
性別にとらわれ
ることなく尊重
されるような保
育を実施してい
ただきたい。

保育幼稚園課

8

保育所職員
研修の充実

保育所職員に対し、
男女共同参画の視点
に立った保育が進め
られるよう、研修を
充実します

男女共同参画の視
点に立った保育を
推進するための研
修への参加促進及
び企画・実践

①男女共同参画の視点に立った保育を実践
していくため、研修参加が可能な体制を整
備し、各種研修への参加を促した。

②研修の参加者のみならず、報告を通じて
園全体で研修内容を共有し、研修の成果を
より効果的に発揮することができた。

③外部研修への参加促進を図るのみなら
ず、男女共同参画の意識の醸成に資する研
修の企画・実践を図っていきたい。

男女共同参画の視点
に立った保育を推進
するための研修への
参加促進及び企画・
実践。

研修は、参加者
個人という観点
においても重要
であるが、組織
的研修という観
点において非常
に重要であるの
で、今後も引き
続き、研修への
参加促進、研修
内容の園全体で
の共有を図るな
どしていただき
たい。

保育幼稚園課

9

多
様
な
選
択
を
可
能
に
す
る
教
育
・
学
習
の
推
進

6 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

男女共同参
画意識を育
む教育の推
進

幼稚園において、男
女共同参画と一人ひ
とりの個性の尊重を
基本とする教育を進
めます。また、性別
にとらわれず、男女
が主体的な選択を可
能にするための個性
や能力を尊重した進
路・生徒指導を進め
ます

幼稚園教育要領に
基づく子どもの個
性を尊重した幼児
教育の実施

①幼稚園教育要領の趣旨に基づき、園全体
で男女共同参画と一人ひとりの個性の尊重
を基本とした幼児教育を展開した。

②男女共同参画と園児それぞれの個性を尊
重するため、職員間で情報共有を図り、一
体的な取り組みを行うことにより、性別に
とらわれず個性を尊重する視点に立った教
育を実践した。

③より男女参画と個性を尊重する意識の向
上に向けた、実践的、かつ発達段階に応じ
た取組を推進していきたい。

幼稚園教育要領に基
づく子どもの個性を
尊重した幼児教育の
実施。

幼稚園教育要領
の趣旨や門真市
教育大綱の趣旨
に基づき、今後
も引き続き、子
ども一人ひとり
の個性が性別に
とらわれること
なく尊重される
ような幼児教育
を、組織的に実
施していただき
たい。

保育幼稚園課

10

男女共同参
画意識を育
む教育の推
進

学校において、男女
共同参画と一人ひと
りの個性の尊重を基
本とする教育を進め
ます。また、性別に
とらわれず、男女が
主体的な選択を可能
にするための個性や
能力を尊重した進
路・生徒指導を進め
ます

男女共同参画と一
人ひとりの個性の
尊重を基本とした
教育を推進するた
め、男女平等教育
推進委員会等で情
報共有や意見交流
を行い、キャリ
ア・進路を見据え
た取組を推進す
る。

①男女平等教育推進委員会にて、各校での
実践交流を行い、その際に、男女共同参画
の視点をもった進路指導の実践報告も行っ
た。

②性別にとらわれず、自分自身だけでなく
周りを含めた一人ひとりが大切な存在であ
ることに気付くことができるような取組を
行っている。

③幼小中の校種間の連携のもと、今後も継
続して取組を進め、子どもたちの意識を育
んでいくことが必要である。

男女共同参画と一人
ひとりの個性の尊重
を基本とした教育を
推進するため、男女
平等教育推進委員会
等において情報共有
や意見交流を行い、
キャリア・進路を見
据えた取組を推進す
る。

男女平等教育推
進委員会で、各
校の実践や情報
の共有、意見交
流を行っている
ことは評価でき
る。引き続き、
幼小中の校種間
の連携のもと、
男女共同参画と
個性の尊重を基
本とした教育を
推進していただ
きたい。

学校教育課

11

7 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

幼稚園・学
校教職員研
修の充実

学校教職員に対し、
男女共同参画の視点
に立った教育が進め
られるよう、研修を
充実します

男女平等教育推進
委員会を中心に、
各校園での充実し
た実践に繋がるよ
うな教職員研修を
実施する。

①男女平等教育推進委員会や学習会におい
て、「第２次かどま男女共同参画プラン」
を周知した。また、社会的性差にかかるア
ンケートの分析結果や性的マイノリティに
ついての研修や実践交流を実施した。

②教職員や子どもたちの中にある社会的性
差に気付こうとする意識を高めることがで
きた。

③男女共同参画の視点に立った、より実践
的な取組を各校園に広げる必要がある。

男女平等教育推進委
員会を中心に、各学
校園での充実した実
践につながるよう、
教職員研修会や実践
交流会を実施する。

研修や実践交流
などによる学校
間の情報共有は
重要であるの
で、今後も継続
していただきた
い。
教職員研修のさ
らなる充実によ
り、実践的な取
組や発達段階に
応じた取組が各
学校に広がるこ
とを期待する。

学校教育課

12

幼稚園・学
校教職員研
修の充実

幼稚園職員に対し、
男女共同参画の視点
に立った教育が進め
られるよう、研修を
充実します

男女平等教育の推
進について、各園
での実践につなが
る教職員研修を実
施する。

①園内人権研修を通じて男女平等教育を推
進した。

②男女の区別と差別の違いに対する教職員
の意識を高めることができた。

③男女共同参画の視点に立った、より実践
的な取り組みを各園に広げること。

男女平等教育の推進
について、各園での
実践につながる教職
員研修を実施する。

男女平等教育を
推進するための
園内人権研修は
重要であるの
で、今後も継続
していただきた
い。
園内人権研修の
さらなる充実に
よって、実践的
な取組が各園に
広がることを期
待する。

保育幼稚園課

13

8 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

キャリア教
育の推進

子どもたちが将来の
夢や希望をしっかり
と描き、学ぶことや
働くことへの意欲や
目的をより確かなも
のにするために、引
き続き中学校で行わ
れる職場体験学習を
より充実させるとと
もに、各中学校区に
おいては、小・中学
校の一貫した系統的
なカリキュラムによ
るキャリア教育を研
究し、実践を進めま
す

一貫教育課程研究
委員会等で、保・
幼・小・中学校に
おける系統的なカ
リキュラムやキャ
リア教育について
の研究を進め、一
貫教育全体計画に
基づいた実践をさ
らに積み重ねてい
く。

①各中学校において、学ぶことや働くこと
への意欲や目的をより確かなものにするた
めに、職場体験学習や大学での体験学習が
行われた。また、中学校区のめざす子ども
像を基にした中学校区のキャリア教育の計
画を作成した。

②めざす子ども像作成委員会において、各
校区における系統なキャリア教育の重要性
への理解が深まっており、中学校区ごとの
連携したキャリア教育の実践を積み重ねる
ことができている。

③全体計画を日々の中でいかにキャリア教
育を意識して、授業や行事に結び付けてい
くかが今後必要となってくる。

めざす子ども像作成
検討委員会等で、
保・幼・小・中学校
における系統的なカ
リキュラムやキャリ
ア教育についての研
究を進め、各中学校
区キャリア教育全体
計画に基づいた実践
をさらに積み重ねて
いく。

めざす子ども像
作成検討委員会
等で全体計画に
基づいた実践の
積み重ねとカリ
キュラムの系統
性に関する研究
が行われている
ことは評価でき
る。
キャリア教育の
実践の成果を他
の自治体と比較
するなどして検
証し、検証結果
に基づいてさら
に改善すること
が望まれる。
また、市民への
積極的な分かり
やすい広報が望
まれる。

学校教育課

14

9 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

保護者に対
する男女共
同参画社会
の啓発の推
進

保育所や幼稚園、学
校などにおける男女
共同参画や子どもに
とっての男女共同参
画などについて、Ｐ
ＴＡ活動の中で理解
を深められるよう啓
発するとともに、男
女共同参画の視点に
立った保護者会活動
などへの働きかけを
進めます。また、男
女共同参画の視点に
立った家庭教育の重
要性について、啓発
を進めます

あらゆる機会を通
じ、更なる保護者
の男女共同参画促
進に向けた啓発・
助言等の推進

①懇談や行事などの機会をとらえ、男女共
同参画の啓発に努めるとともに、男女共同
参画の視点で保護者会活動が運営されるよ
う助言等に努めた。また、子どもに関する
相談を通じ、各家庭が抱える問題について
適切に対応するとともに、必要に応じて関
係機関と連携し、支援に取り組んだ。

②保護者間において男女共同参画の意識が
高まってきており、行事参加や子どもの送
迎、家庭が抱える問題などにおいて父母が
ともに関わる家庭が増加している。

③すべての保護者が男女共同参画の視点に
立った活動を実践されるよう今後とも、あ
らゆる機会をとらえ、啓発に努めていきた
い。

あらゆる機会を通
じ、更なる保護者の
男女共同参画促進に
向けた啓発・助言等
の推進。

保護者間におい
て男女共同参画
の意識が高まっ
てきていること
は、取り組みの
成果として高く
評価できる。
今後も、すべて
の保護者が男女
共同参画の視点
に立った活動を
実践されるよ
う、あらゆる機
会を用いて啓発
に努めていただ
きたい。

保育幼稚園課

15

保護者に対
する男女共
同参画社会
の啓発の推
進

保育所や幼稚園、学
校などにおける男女
共同参画や子どもに
とっての男女共同参
画などについて、Ｐ
ＴＡ活動の中で理解
を深められるよう啓
発するとともに、男
女共同参画の視点に
立った保護者会活動
などへの働きかけを
進めます。また、男
女共同参画の視点に
立った家庭教育の重
要性について、啓発
を進めます

男女共同参画の視
点に立ったＰＴＡ
活動の実施に向
け、今後も生涯学
習課と連携して働
きかけを行う。ま
た、男女共同参画
の視点に立った家
庭教育の重要性に
ついての啓発が進
むよう、引き続き
男女平等教育推進
委員会等をとおし
て、各学校園での
取組を進める。

①学校園等における男女共同参画や子ども
にとっての男女共同参画について、ＰＴＡ
活動をとおして理解を深められるよう啓発
した。

②男女共同参画の視点に立った家庭教育の
重要性についての啓発が進むよう、男女平
等教育推進委員会等で情報共有や意見交流
を行うことができた。

③男女共同参画社会の啓発のより一層の推
進のため、ＰＴＡ活動をとおして保護者へ
の啓発が進むよう今後も他課と連携をし取
組を進める。

男女共同参画の視点
に立ったＰＴＡ活動
の実施に向け、他課
と連携をして働きか
けを行う。また、男
女共同参画の視点に
立った家庭教育の重
要性についての啓発
が進むよう、引き続
き男女平等教育推進
委員会等をとおし
て、各学校園での取
組みを進める。

今後も他課と連
携して、男女共
同参画の視点に
立ったPTA活動
や家庭教育の重
要性について、
保護者への啓発
推進に取り組ん
でいただきた
い。

学校教育課

16

10 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 男女共同
参画を進
める多様
な学習機
会を提供
する

男女等のエ
ンパワーメ
ントやチャ
レンジのた
めの能力開
発や学習機
会の充実

男女が個性と能力を
発揮できるように、
意識啓発を行うとと
もに、能力開発や技
術の向上のための講
座など学習機会の提
供の充実に努めます

能力開発や技術の
向上のための講座
など学習機会の提
供に努める。

①大人の健康料理教室として、栄養バラン
スを考慮した料理講座を開催した。また、
パソコン初心者を対象としたパソコン講座
を開催した。

②健康料理教室の受講者数は延べ24人(男
０人女２４人）、パソコン講座の受講者数
は延べ13０人（男４３人女８７人）であ
り、学習機会の提供に努めた。

③男性受講者の増加を図るため、周知方法
を工夫するとともに、ニーズの把握に努め
たい。

能力開発や技術の向
上のための講座など
学習機会の提供に努
める。

男女共同参画を
進めるべく、セ
ミナーや講座の
開催に継続して
取り組んでいた
だきたい。参加
者からの要望な
ども聴取して、
多様な学習機会
を提供していた
だきたい。男性
に参加したいと
思わせる工夫や
配慮を希望す
る。

社会教育課

17

男性の家庭
生活や地域
活動への参
加を促進す
る機会の充
実

子育て期の父親のみ
ならず、退職後の男
性などが子育てや介
護、料理などが必要
になったときにも困
らないように、知識
や技術習得のための
教室を開催します

引き続き、男性
（父親等）が気軽
に参加できるよう
な講座内容や環境
等を整備して、男
性参加者の増加を
図る。

①健康講座や転倒防止などの簡単な運動講
座など、男女問わず参加できる講座を開催
した。

②健康運動講座は延べ１１５人（男８人女
１０７人）の参加があった。

③男性が参加しやすい内容や時間帯での講
座開催を検討するとともに、広報等を通じ
て講座内容のＰＲに努めていきたい。

引き続き、男性（父
親等）が気軽に参加
できるような講座内
容や環境等を整備し
て、男性参加者の増
加を図る。

担当課の変更も
あったようであ
るが、番号
17,18のすみ分
けを検討してい
ただき、男女共
同参画を進める
べく、継続して
取り組んでいた
だきたい。

社会教育課

18

11 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

3 女
性
に
対
す
る
あ
ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶

1 暴力を許
さない社
会をつく
るための
啓発を進
める

市民に対す
るＤＶやセ
ク シ ュ ア
ル・ハラス
メントなど
の啓発の推
進

市民に対し、ＤＶや
セクシュアル・ハラ
スメントなど、男女
間等における暴力を
なくすため、啓発を
進めます。また、売
買春やストーカーな
ど女性の人権を侵害
する行為について、
認識を高めるための
啓発を進めます

啓発事業等におい
て、売買春やス
トーカーなど女性
の人権を侵害する
行為について、認
識を高めるための
取組みを進める。
また、女性に対す
る暴力をなくすた
め、啓発に努め
る。

①女性サポートステーションにおいて女性
のための相談を実施していることを年３回
広報で周知したほか、市HPのトップページ
に「さまざまな相談」バナーを作成し、２
クリックで相談に関する情報にアクセスで
きるよう工夫した。また、１１月の「女性
に対する暴力をなくす運動」期間に女性サ
ポートステーションにてパープルリボンや
ポスターを掲示し、啓発を強化するととも
に、３月の「女性の健康週間」に合わせ市
HPに女性の健康と権利に関する記事を掲載
した。

②市HPや広報、女性サポートステーション
での啓発活動により、女性の権利や女性に
対する暴力の相談窓口に関する情報提供が
出来た。

③情報提供に継続して取り組み、DVやセク
ハラに関するセミナーや講座などを開催
し、広く啓発に努める。

啓発事業等におい
て、売買春やストー
カーなど女性の人権
を侵害する行為につ
いて、認識を高める
ための取組みを進め
る。また、女性に対
する暴力をなくすた
め、啓発に努める。

広報、啓発活動
に積極的な動き
が感じられる。
相談窓口の利用
状況、および、
件数、内容等の
さらなる把握に
努め、今後の対
策に繋げていた
だきたい。

人権女性政策課　

19

12 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

企業に対す
るセクシュ
アル・ハラ
スメントな
どの啓発の
推進

企業に対し、職場に
おけるセクシュア
ル・ハラスメントに
対する理解と認識を
深めるための啓発を
進めます

市内企業にハラス
メントに関するＤ
ＶＤ研修を実施す
るとともに、大阪
府総合労働事務所
が発行する「職場
のハラスメント防
止・対応ハンド
ブック」を提供し
企業内での啓発活
動に取り組む

①市内１企業に対しセクハラに関する出前
研修を実施したほか、門真市企業人権推進
連絡会、大阪企業人権協議会と連携し、啓
発パンフレットの配布や啓発講座の情報提
供を進めた。
また、守口門真商工会議所ニュースに、差
別やパワハラ・セクハラなどの人権問題に
取り組む門真市企業人権推進連絡会の活動
を紹介し、加入勧奨記事を掲載した。

②門真市企業人権推進連絡会の会員企業に
対して情報提供できたが、その他企業等に
対しては商工会議所ニュースに加入勧奨記
事を掲載したにとどまった。

③大阪企業人権協議会が実施するセクハラ
問題に関する研修の参加者は7社9名であっ
たため、さらに参加者を増加させる必要が
ある。

市内企業にハラスメ
ントに関する研修を
実施するとともに、
大阪府総合労働事務
所が発行する「職場
のハラスメント防
止・対応ハンドブッ
ク」を提供し企業内
での啓発活動に取り
組む。

企業へのハラス
メントの啓発に
おいて、資料配
布に留まらず、
対策が進んだと
思われる。職場
のメンタル面も
深刻な問題と
なっているよう
だ。男女それぞ
れの問題を汲み
取り、広く啓発
することは今後
も必要だと思わ
れる。

人権女性政策課　

20

教職員に対
す る セ ク
シュアル・
ハラスメン
トなどの啓
発の推進

教職員に対し、児
童・生徒に対するセ
クシュアル・ハラス
メントを防止するた
め、児童・生徒のた
めの相談体制の整備
や、管理職をはじめ
とした教職員の研修
の充実を図ります

教職員が児童・生
徒の立場に立った
問題意識をもてる
よう、より効果的
な研修を行ってい
く。

①セクハラ防止指針の周知をはかり、各校
の現状を踏まえたセクハラ防止研修を全教
職員対象で各校にて実施した。

②教職員のセクハラへの問題意識を明確に
することができた。

③今後も計画的・継続的な研修や啓発を行
い、さらなる教職員の意識向上を図る。

教職員が児童・生徒
の立場に立った問題
意識をもてるよう、
より効果的な研修を
行う。

研修をすべての
教職員対象で実
施については評
価できる。実質
的な相談体制の
確保への理解を
望む。

学校教育課

21

13 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

デートＤＶ
の啓発の推
進

若い世代などに対
し、デートＤＶにつ
いて、社会的な課題
であることの認識を
深めるため、啓発を
進めます

学校だけでなく、
様々な機会を捉え
て若い世代にデー
トDVに関する啓発
講演会等の啓発活
動を行う。

①大阪府が作成した啓発パンフレット
「知っていますか？デートDV」を人権女性
政策課前及び女性サポートステーションに
配架した。

②チラシの配布に留まり、啓発講演会は開
催できなかった。

③より多くの方に周知できるよう工夫する
必要がある。

様々な機会を捉えて
若い世代にデートDV
に関する啓発講演会
等の啓発活動を行
う。（全教職員対象
で各校で行われてい
る）

デートDVが問
題になって久し
いが、何がDV
なのか知識のな
いまま深刻に
なってしまう
ケースが多いの
ではないか。若
い世代への啓発
にも尽力された
い。

人権女性政策課　

22

母子保健事
業などを通
じたDV防止
の啓発や相
談の充実

妊産婦やその配偶者
に対し、母子健康手
帳の交付や乳児家庭
全戸訪問などの機会
に啓発や相談を進め
ます

啓発に努めるとと
もに、母子健康手
帳交付時の面接、
健診及び家庭訪問
での状況把握、早
期介入に努める。

①母子健康手帳の交付時に、保健師による
全数面接を実施し妊婦の状況把握に努め
た。

②妊娠期からの状況把握及び早期介入がで
きた。

③引き続き保健師による全数面接から必要
なケースには早期に地区担当保健師の介入
につなげる。

新たに母子健康手帳
の交付時に妊娠・出
産に関する専門性の
高い助産師による面
接を実施し、必要な
ケースに早期に支援
を開始する。また、
引き続き個別面談、
家庭訪問並びに健診
等をとおして啓発に
努める。

全数面接の実
施、早期発見・
早期介入に成果
が得られたよう
で評価できる。
専門性を活かし
た対応に期待す
る。

健康増進課
子育て支援

課
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14 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

学校などに
おける人権
教育の推進

児童・生徒に対し、
小・中学校において
暴力を許さない心を
育む人権教育を進め
ます

社会的性差につい
ての調査結果を冊
子にまとめ、市内
各小・中学校へ配
付する。また、そ
れを活用して児
童・生徒に対し、
様々な「暴力」を
許さない人権教育
に取り組む。

①男女平等教育推進委員会で中３・小６の
児童・生徒を対象に実施した「社会的性
差」についてのアンケート調査の分析結果
を冊子にまとめ、市内全教職員へ配付し
た。また、この冊子を活用して教職員研修
会を実施した。

②社会的性差について、17年前と比較して
子どもたちの意識に変化があったことを理
解できた。また、現在の課題について教職
員が考えることができた。

③社会的性差を含めた様々な人権課題に潜
む「暴力」を許さない人権教育を引き続き
進める。

社会的性差について
の調査結果をまとめ
た冊子を活用し、各
学校において、子ど
もたちの実態に応じ
た様々な「暴力」を
許さない人権教育を
推進していく。

調査の結果を活
用した研修は評
価できる。関連
して、親世代の
「暴力」を許さ
ない人権教育の
課題も検討願い
たい。

学校教育課

24

医 療 ・ 保
健・福祉関
係者や保健
福祉施設、
地域団体な
どに対する
周知

医師会や保健福祉セ
ンター、門真市民生
委員児童委員協議
会、校区福祉委員会
などに対し、ＤＶを
はじめ児童虐待や高
齢者虐待、障がい者
虐待など、暴力被害
者を見逃さないよう
に、通報窓口や通報
方法などの周知を図
ります

関係課・関係団体
と連携し、当課所
管の門真市民生委
員児童委員協議
会、門真市社会福
祉協議会等の団
体、担い手に対す
る関連情報の提供
に努める

①児童虐待等の通報窓口、通報方法などに
ついて、門真市民生委員児童委員協議会の
定例会にて周知をおこなった。また、情報
の更新があるたびに適宜情報提供をおこ
なった。さらに、新任委員民生委員・児童
委員に対して関係各課からの情報提供の場
を設けた。

②民生委員児童委員協議会定例会、広報紙
等の周知により各団体に相談の問い合わせ
がくるようになった。

③市内で情報が行き届かないことも考えら
れるので、今後も引き続き更なる周知を行
うよう努める必要がある。

関係課・関係団体と
連携し、当課所管の
門真市民生委員児童
委員協議会、門真市
社会福祉協議会等の
団体、担い手に対す
る関連情報の提供に
努める。

新任委員民生委
員・児童委員に
対して関係各課
からの情報提供
の場を設け、情
報の更新に努め
たことは評価で
きる。さらなる
情報の網羅に努
めていただきた
い。

福祉政策課
子育て支援課

25

15 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

被害者を発
見しやすい
立場にある
職員に対す
る情報提供

ＤVや虐待に対して
適切な対応ができる
ように、関係課の相
談窓口職員や教職員
などのスキルアップ
を図るため、情報を
収集し、提供します

大阪府等が開催す
るＤＶ等研修会の
庁内周知を図り、
職員及び相談員の
参加を促し、スキ
ルアップを図ると
ともに、庁内関係
課との情報共有の
機会を充実させる

①府が実施する研修などに本課職員や相談
員を参加させ、最新情報の収集に努めると
ともに、その内容を関係機関に報告し、情
報の共有に努めた。また、28年9月13日
に人事課と協力し「女性の人権について」
と題して窓口業務を想定した職員研修を実
施した。

②庁内関係課との情報共有が進んだ。ま
た、研修によって窓口職場の職員のスキル
アップにつながった。

③継続して庁内関係課と情報共有に努める
とともに、職員がDV被害者へ適切な対応が
できるよう研修などを実施していく。

大阪府等が開催する
ＤＶ等研修会の庁内
周知を図り、職員及
び相談員の参加を促
し、スキルアップを
図るとともに、庁内
関係課との情報共有
の機会を充実させ
る。

他課との協力体
制、想定研修は
評価できる。庁
内連携と職員の
スキルアップに
よる迅速な対応
とともに、全庁
挙げての人権理
解の拡張に期待
する。

人権女性政策課　

26

女性に対す
る暴力表現
を含む屋外
広告物のな
いまちづく
りの推進

女性に対する暴力表
現を含む屋外広告物
に対し、門真市美し
いまちづくり推進協
議会や地域団体と連
携し、指導、警告、
撤去活動を進めます

広報紙やホーム
ページへの周知と
伴に門真市美しい
まちづくり推進協
議会不法屋外広告
物部会及び門真市
違法屋外広告物追
放推進団体による
撤去活動の推進に
努めていく

①門真市美しいまちづくり推進協議会の不
法屋外広告物対策部会において、毎月１回
京阪電鉄門真市駅及び古川橋駅周辺の違法
屋外広告物撤去活動と啓発活動を行ってい
る。また、地域住民と連携し、自治会での
撤去活動及び公益社団法人門真市シルバー
人材センターへの業務委託も行っている。

②以前に比べ違法屋外広告物の減少が伺わ
れ、またまちの景観も良くなってきた。

③さらなる市民への周知を図るための工夫
が必要である。

広報紙やホームペー
ジへの周知と伴に門
真市美しいまちづく
り推進協議会不法屋
外広告物対策部会及
び門真市違法屋外広
告物追放推進団体に
よる撤去活動の推進
に努めていく。

継続した撤去活
動は評価でき
る。景観が良く
なれば悪化行動
を抑止できるよ
うである。継続
活動に期待す
る。

環境政策課
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16 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 安心して
相談でき
る体制を
充実する

相談窓口の
周知

広報紙をはじめホー
ムページやパンフ
レット、講座、母子
保健事業などさまざ
まな媒体や機会を通
じて、相談窓口の周
知を図ります

定期的に広報紙や
ホームぺージを中
心に、女性のため
の相談、人権相
談、人権擁護委員
による相談や関係
機関での専門分野
も含めた相談の周
知を図り相談体制
の充実をめざす

①各種相談事業について定期的に広報や市
HPに掲載したほか、女性サポートステー
ションのチラシやパンフレットを乳幼児健
診等で配布した。また、市HPトップページ
に各種相談のバナーを作成し、２クリック
で情報にアクセスできるようにした。

②相談窓口の周知に加え、HPにおける相談
窓口情報に至るまでの手順を簡素化し、利
便性の向上を図った。

③効果的な周知方法などを検討していく。

定期的に広報紙や
ホームぺージを中心
に、女性のための相
談、人権相談、人権
擁護委員による相談
や関係機関での専門
分野も含めた相談の
周知を図り相談体制
の充実をめざす。

府、その他の相
談窓口も視野に
入れた周知の仕
方も有効かと思
われる。利便性
の向上を図った
ことは、利用の
ハードルを下げ
る効果があると
思われる。

人権女性政策課　

28

相談窓口の
周知

広報紙をはじめホー
ムページやパンフ
レット、講座、母子
保健事業などさまざ
まな媒体や機会を通
じて、相談窓口の周
知を図ります

乳幼児健診時に相
談窓口の周知を図
り、さらに家庭訪
問などきめ細やか
な個別支援を継続
することで適切な
情報提供に努める

①乳幼児健診及び家庭訪問などにおいて対
象者からの相談に応じ、相談窓口の周知を
図った。

②保健師による訪問時等に支援中の母子な
どの相談対応ができた。

③引き続き乳幼児健診及び家庭訪問活動な
どをとおしてＤＶの周知を行い、更なる関
係機関との連携に努める。

乳幼児健診時に相談
窓口の周知を図り、
更に家庭訪問などき
め細やかな個別支援
を継続することで適
切な情報提供に努め
る。

相談対応ができ
たことは評価で
きる。相談窓口
の周知と併せ
て、引き続き相
談者への適切な
情報提供を期待
する。

健康増進課
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17 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

相談機能の
充実と窓口
の連携の強
化

DVなどの被害者が
抱える悩みや暴力に
対して適切に対応
し、被害者の心身の
ケアに努めるととも
に、相談機能の充実
と窓口の連携の強化
を図ります

人権相談や女性の
ための相談、人権
擁護委員による相
談の相談窓口等の
チラシをイベント
等で配布するとと
もに、引き続き庁
内関係課との連携
の充実を図る

①各種相談窓口の相談件数
人権相談　　355件
女性のための相談　238件
人権擁護委員の相談　１件

②人権相談、女性のための相談ともに増加
傾向にある。人権擁護委員の相談件数は変
わらなかった。

③あらゆるイベントや講座で相談事業につ
いて紹介するなど、さらなる周知策の工夫
に取り組む。

人権相談や女性のた
めの相談、人権擁護
委員による相談の相
談窓口等のチラシを
イベント等で配布す
るとともに、引き続
き庁内関係課との連
携の充実を図る。

人権相談の1.4
倍に対して、女
性のための相談
は3.2倍との結
果である。女性
サポートステー
ションの開設は
有効であったよ
うである。今後
は、相談内容の
分析による細分
化と、それに伴
う各課の業務内
容の検討になっ
ていくだろうと
思われる。

人権女性政策課　

30

警察や医療
機関、大阪
府等関係機
関との連携
の強化

DVなどの課題の解
決に向けた取り組み
を進めるために、警
察や医療機関、大阪
府等関係機関との連
携の強化に努めます

DV被害者とその家
族などの安全を確
保するため、引き
続き関係機関と連
携を図り、情報共
有の充実を図る等
体制強化に努める

①人権相談と女性のための相談の相談員が
月１回定期的に情報交換会を行うようにな
り、相談対応例について常々検討するとと
もに、門真警察署や保健所、医療機関、大
阪府等の関係機関とも日頃から情報の共有
を図り連携を強化した。

②門真警察署、大阪府女性相談センターや
大阪府子ども家庭センターとの連携を図り
被害者とその家族の希望に沿った支援をす
ることができた。

③被害者救済のため、庁内の関係各課や関
係機関等と横断的な連携体制の更なる充実
を図り、情報の共有化に取り組む必要があ
る。

DV被害者とその家族
などの安全を確保す
るため、引き続き関
係機関と連携を図
り、情報共有の充実
を図る等体制強化に
努める。

さらなる連携の
強化により、ス
ピーディ、か
つ、適切な対応
を期待する。

人権女性政策課　
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18 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

子どもに関
する相談体
制の充実

子どもに関する相談
を通じ、その家庭が
抱える問題につい
て、適切に対応し、
支援に努めます

関係機関との連携
をさらに強化し、
必要な支援機関に
つなぎながら、
ケースに応じた支
援体制を構築する

①各家庭が抱える問題を捉え、その問題に
適切に対応するため、関係機関との連携構
築に努めた。また、児童福祉に精通した弁
護士を引き続きスーパーバイザーとして配
置し、その指導、助言のもと、ケース支援
についての検討と支援を実施した。

②各関係機関と連携を図ることで、毎年増
加する児童虐待をはじめとした様々な相談
に対応することができた。また、様々な視
点から、必要な支援を検討し、重層的な支
援を行うことができた。

③平成28年度より要保護児童連絡調整会議
代表者会議を８月開催へ変更（これまでは
2月）したことにより、各関係機関との情
報共有を早期に実施でき、連携しやすい体
制を構築できた。今後も、各家庭の抱える
諸問題等の早期発見、早期対応に努めると
共に、関係機関との連携強化を図る。

様々な研修に参加
し、相談員のスキル
アップを図ると共
に、関係機関との連
携を強化しながら、
ケースに応じた支援
体制を構築する。

複雑化する家庭
問題に対応すべ
く、初期対応す
る相談員のスキ
ルアップを図る
ことは重要であ
ると思われる。
支援体制づくり
に尽力された
い。

子育て支援課

32

19 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

庁内関係各課担当
者や大阪府等関係
機関との連携強化
を進め相談対応の
充実を図る
また、平成２８年
４月１日に施行さ
れた「障がい者差
別解消法」に基づ
き、不当な差別的
取り扱いの禁止や
合理的配慮の提供
に関する啓発に取
り組むほか、障が
いを理由とする相
談の対応に努める

①高齢者や障がい者の相談は担当課と協力
し、また、外国籍の方は市役所で実施した
「外国人のための１日相談会」を活用して
正確な相談内容の聴取に努める等、関係機
関と連携し、相談対応の充実に努めた。広
報とともに全戸配布した人権特集号に「障
がい者差別解消」に関する記事を掲載する
など啓発に努めた。

②庁内及び大阪府等関係機関との連携によ
り、相談者の立場・状況に合った対応がで
きた。

③日本語の話せない方の支援を行った際、
「外国人のための１日相談会」が大変便利
であったので今後も継続して実施するよう
担当課に要請する。

庁内関係各課担当者
や大阪府等関係機関
との連携強化を進め
相談対応の充実を図
る。

新法の施行に伴
い対応項目が増
大する内で、庁
内及び府関係機
関との連携を密
にして実効性の
ある施策の実現
を望む。

人権女性政策課　
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20 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

障がい者基幹相談
支援センターを中
核として、障がい
者の各種相談支援
事業所及び関係機
関と連携して継続
的に障がい者や外
国人の方からの相
談に対応し、地域
で安心した生活が
送れるよう支援す
る。
また、「障害者差
別解消法」が平成
２８年４月１日に
施行されたことに
伴い、障がいを理
由とする差別に関
する相談の対応充
実に取り組む

①２７年３月に設置した障がい者基幹相談
支援センターを中核として、市内2カ所の
委託障がい者相談支援事業所及び市内外の
指定特定相談支援事業所など、関係機関と
連携し、障がい者や外国人等からの相談に
対して問題解決に向け取り組んだ。また、
「障害者差別解消法」が平成２８年４月１
日に施行されたことに伴い、障がいを理由
とする差別に関する相談にも対応できるよ
う、庁内への周知を図るとともに、関係機
関との連携を図り相談体制を充実させた。

②関係機関と会議・連絡等を通じて連携を
図り、スムーズな問題解決に取り組めた。
また障がい者基幹相談支援センターを中核
とするネットワークによる相談支援体制を
強化できた。

③今後も障がい者基幹相談支援センターを
中核とした相談支援体制のネットワークの
さらなる強化に取り組む。

障がい者基幹相談支
援センターを中核と
して、障がい者の各
種相談支援事業所及
び関係機関と連携し
て継続的に障がい者
や外国人の方からの
相談に対応し、地域
で安心した生活が送
れるよう支援する。
また、「障害者差別
解消法」が28年４月
１日に施行されたこ
とに伴い、障がいを
理由とする差別に関
する相談の対応充実
に継続的に取り組
む。

支援センターの
運営につき、新
法対応を含めた
具体的な施策と
その実行に期待
する。関係部門
との連携も充分
に行われたい。

障がい福祉課　

34

高齢者や障
がいのある
人、外国人
などの相談
対応の充実

関係機関と連携し、
高齢者や障がいのあ
る人、外国人などの
相談対応に努めます

関係機関との連携
を図り、引き続き
相談体制の強化に
努める

①地域包括支援センターを始め、窓口対応
時、相談内容を把握し、必要な支援につな
げた。平成27年度より外国語通訳者で対応
できるよう予算を計上した。
　
②相談内容を傾聴することで、対応内容を
検討し、関係機関との連携を図ることがで
きた。
　
③今後も相談内容の適確な把握に努め、関
係機関との連携をさらに強化する必要があ
る。

関係機関との連携を
図り、引き続き相談
体制の強化に努め
る。

多言語対応体制
が整備され、き
め細かな対応が
可能となった
中、問題状況の
把握の深化及び
対応の実効性に
期待する。

高齢福祉課
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21 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

職員研修の
充実

職員に対し、ＤＶや
虐待に関する理解を
深めるとともに、不
適切な対応による二
次的被害を防止する
ため、研修を充実し
ます

啓発事業において
人事課と連携し、
様々な暴力等の問
題について、研修
に取り組むととも
に各課におけるＯ
ＪＴでも取り組め
るよう庁内へ発信
する。
また、国・府等関
係機関が実施する
研修に職員が参加
できるよう情報提
供を行う。

①府が実施する研修などに本課職員などを
参加させ、最新情報の収集に努めるととも
に、その内容を関係機関に報告し、情報の
共有にも努めた。また、28年9月13日に
人事課と協力し「女性の人権について」と
題して窓口業務を想定した職員研修を実施
した。

②人事課と協力して実施した職員研修は66
人の参加があり好評だった。

③ＤＶや虐待に関する理解が更に深まるよ
う職員研修を継続する。

啓発事業において人
事課と連携し、様々
な暴力等の問題につ
いて、研修に取り組
むとともに各課にお
けるＯＪＴでも取り
組めるよう庁内へ発
信する。
また、国・府等関係
機関が実施する研修
に職員が参加できる
よう情報提供を行
う。

他機関の研修参
加や庁内研修が
一定の成果を上
げており、引き
続き、施策の継
続を望むととも
に、OJTを含め
た現場での実行
に期待する

人権女性政策課　

36

職員研修の
充実

職員に対し、ＤＶや
虐待に関する理解を
深めるとともに、不
適切な対応による二
次的被害を防止する
ため、研修を充実し
ます

人権意識の向上は
研修の重点項目と
位置付けており、
引き続き研修を実
施し、また、派遣
研修の内容は、関
係部署等に積極的
に情報提供してい
く

①人権意識の向上を図るため、全職員が５
年間で１度は受講する必須研修と位置づ
け、研修を実施しているところではあり、
平成27年度未実施であったＤＶや虐待の内
容を含めた研修を実施した。（28年度実施
テーマ：　ヘイトスピーチについて、女性
の人権について、同和問題について）

②研修の実施により、広い意味で人権意識
の向上は図れており、ＤＶや虐待の内容を
含めた研修を実施できた。引き続き、各種
研修、派遣研修も含めて、研修を実施して
いく。

③今後、男女共同参画プランの基本理念を
踏まえ、研修を実施していく。

人権意識の向上は研
修の重点項目と位置
付けており、引き続
き研修を実施し、ま
た、派遣研修の内容
は、関係部署等に積
極的に情報提供して
いく。

他機関の研修参
加や庁内研修が
一定の成果を上
げており、引き
続き、施策の継
続を望むととも
に、OJTを含め
た現場での実行
に期待する。

人事課

37

22 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

3 被害者に
対する支
援体制を
整える

大阪府等関
係機関との
連携による
一時保護の
推進

DV被害者とその家
族などの安全を確保
するため、大阪府等
関係機関と連携し、
適切な一時保護に努
めます

警察署や大阪府等
関係機関との連携
強化を図り被害者
の保護に努める

①人権女性政策課が一時保護した事案はな
かったが、関係機関が一時保護したケース
につき、庁内手続きがスムーズにいくよう
各課へ連絡調整を行うなど協力した。

②関係機関との連携が進んだ。
一時保護を望まないケースが増えてきてお
り、その対応について検討する必要があ
る。

③一時保護以外の手段についても研究し、
DV被害者の選択肢が増えるよう情報収集な
どに努める。

警察署や大阪府等関
係機関との連携強化
を図り被害者支援に
努める。

一時保護に対す
る利用者側の意
識の変化をふま
えて、行政とし
て望ましい具体
的な施策の検討
と実行に期待す
る。

人権女性政策課　

38

被害者の状
況に対応し
た支援の充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

ＤＶ被害者の主体
的な判断による意
思決定に基づき、
庁内関係各課担当
者と連携強化を図
り充実した支援を
行う

①DVに関する相談は延べ237件（女性の
ための相談延べ96件・人権相談延べ141
件)で、庁内関係各課と支援検討会議を8回
実施した。人権相談と女性のための相談員
が月１回定期的に情報交換会を行うように
なり、相談対応例について常々検討してい
るほか、関係機関とも日頃から情報交換を
行い、協力して対応する体制を整えた。

②DV被害者の相談内容を十分に聞き取り、
本人の意思を把握の上、本人の意思決定に
よる援助ができている。

③関係機関との連携を進め、被害者の生活
安定に向けた支援に努める。

ＤＶ被害者の主体的
な判断による意思決
定に基づき、庁内関
係各課担当者と連携
強化を図り充実した
支援を行う。

女性サポートス
テーションを活
用して今後も充
実した支援を実
施してほしい。

人権女性政策課　
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23 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

被害者の状
況に対応し
た支援の充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

住民基本台帳事務
に基づく支援措置
の実施に際し、関
係部署との連携の
充実を図る

①「住民基本台帳の一部の写しの閲覧及び
住民票の写し等の交付並びに戸籍の附票の
写しの交付におけるドメスティック・バイ
オレンス及びストーカー行為等の被害者の
保護のための門真市措置要領」に基づき支
援措置を実施。

②関係部署との連携した対応を実施してい
る。

③今後も被害者の状況に応じた関係部署と
の連携の充実を図る。

住民基本台帳事務に
基づく支援措置の実
施に際し、関係部署
との連携の充実を図
る。

関係する部課・
機関などと連携
して一層の充実
を図られたい。

市民課

40

被害者の状
況に対応し
た支援の充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

相談体制の充実を
図り関係各課及び
関係機関とのさら
なる連携強化に努
める。

①被害者の安全確認及び安全確保に努め、
関係機関や関係各課と情報共有を行うな
ど、連携を図るとともに、支援を行った。
また、状況に応じて、関係機関と連携し、
母子生活支援施設入所等必要な支援に向け
ての調整を行った。
　
②被害者の話を十分に傾聴し、意思を確認
するとともに、関係機関と連携しながら、
情報提供を行うことで、被害者のエンパ
ワーメントにつながった。

③ＤＶの特性を理解しながら、関係機関と
連携し、被害者の安全確保に努める。

相談体制の充実を図
り関係各課及び関係
機関とのさらなる連
携強化に努める。

女性サポートセ
ンターを活用し
さらなる支援を
実施して欲し
い。

子育て支援課

41

24 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

被害者の状
況に対応し
た支援の充
実

DV被害者の生活な
どについて、庁内で
連携し状況に対応し
た支援に努めます

DV被害者（生活保
護受給者）の生活
について、庁内各
課及びその他関係
機関（女性相談セ
ンター、介護施設
等)との連携を行
い、状況に応じた
支援に努める

①庁内各課及びその他関係機関からの連絡
や生活保護相談窓口に直接相談に来所した
ＤＶ被害者（生活保護受給者）に対して関
係機関との連絡・調整を速やかに行い対応
した。

②関係機関との連絡・調整を速やかに行う
ことにより、ＤＶ被害者（生活保護受給
者）への支援の充実が図れた。

③庁内各課及び関係機関との連携をこれま
で以上に綿密に行う。

DV被害者（生活保護
受給者）の生活につ
いて、庁内各課及び
その他関係機関（女
性相談センター、介
護施設等)との連携を
行い、状況に応じた
支援に努める。

引き続き各課連
携して支援を充
実して欲しい。

保護総務課・保護課

42

関係機関と
の連携によ
る就労支援
の推進

就労に必要な技能、
資格取得のための職
業訓練機会などの情
報提供を行うととも
に、ハローワークな
ど関係機関との連携
による就労支援を進
めます

職業訓練等の情報
提供とともに、ハ
ローワークや庁内
関係各課との連携
強化を図り、ひと
りでも多くの就職
困難者が就労でき
るように努める

①国や大阪府等からの技術向上・資格取得
のための職業訓練等のチラシ・パンフを市
施設等に設置し、就労相談・セミナー等の
周知に努めた。さらにハローワークや府と
連携し、就職説明会を実施した。

②ハローワークや府と情報提供や就職説明
会などで連携できた。ただし、庁内関係各
課との連携は十分にできなかった。

③庁内関係各課との連携を強化し、就労相
談・支援の充実に努める。

職業訓練等の情報提
供とともに、ハロー
ワークや府・庁内関
係各課との連携強化
を図り、ひとりでも
多くの就職困難者が
就労できるように努
める。

生活困窮者自立
支援制度等を支
援体制によりさ
らなる強化をは
かられたい。

産業振興課

43

25 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標①：誰もが認め合い、共感できる男女共同参画を進めましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

被害者の子
どもの心身
のケア体制
の充実

子どもが安心して生
活ができるように、
大阪府等関係機関と
の連携を図ります

相談体制の充実を
図り関係各課及び
関係機関とのさら
なる連携強化に努
める。

①子どもの安全確保を最優先に行い、関係
機関や関係各課との連携に努めるととも
に、支援を行った。また、関係機関と連携
し、母子生活支援施設等入所が必要な場合
はその調整を行うとともに支援体制の構築
に努めた。
　
②被害者の話を傾聴し、意思を確認しなが
ら、情報提供を行った。また、関係機関と
連携し、子どもの安心安全な環境確保に努
めた。

③ＤＶの特性を理解しながら、関係機関と
連携しつつ、子どもの安全やケアに努める
ことで児童の健全育成の環境整備を行う。

相談体制の充実を図
り関係各課及び関係
機関とのさらなる連
携強化に努める。

要保護児童など
にきめ細かな支
援を各種団体と
も連携して支援
を充実して欲し
い。

子育て支援課

44

26 基本目標①



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

1 1 審議会等
委員への
女性の参
画の促進
する

市政に対す
る関心の喚
起

女性の意見を政策に
反映する大切さや、
女性が市政やまちづ
くりに関心を持つよ
う、広報紙などを活
用して啓発を進めま
す。また、審議会等
委員への女性の参画
率などの情報を提供
するなど、市民にわ
かりやすい市政の推
進に努めます

女性の意見を政策
に反映することの
大切さを、広報か
どまやホームペー
ジで啓発するとと
もに、庁内関係課
と連携し積極的に
審議会等委員への
女性の登用を進め
る

①「第２次かどま男女共同参画プラン」及
び推進状況を市ホームページに掲載し、市
政への女性の参画の重要性等や審議会等委
員への女性の登用率を情報提供した。

②女性の意見を政策に反映することの大切
さをHPで啓発できた。
　
③庁内関係課に対し、審議会等委員の女性
登用の啓発に努めるとともに、市ホーム
ページなどで審議会等への女性委員の登用
率について情報提供の充実を図る。

女性の意見を政策に
反映することの大切
さを、広報かどまや
ホームページで啓発
するとともに、庁内
関係課と連携し積極
的に審議会等委員へ
の女性の登用を進め
る。

性別や年齢に関
わらず、様々な
立場の意見を政
策に反映するこ
とおよび参画の
大切さを市民に
伝えていただき
たい。

人権女性政策課

45

審議会等委
員への女性
の参画促進

市の政策・方針決定
や施策立案の場であ
る審議会や委員会へ
の女性委員の参画目
標を設定し、参画を
促進するとともに、
女性委員のいない審
議会などの解消をめ
ざします

審議会等委員の女
性の登用率の情報
提供に努めなが
ら、庁内関係課と
連携し、女性委員
の登用に向けた取
り組みを進める

①庁内における女性委員の登用率は2７％
で変わりなかった。女性委員のいない審議
会等も引き続きあった。
　
②「第２次男女共同参画プラン」では女性
委員の割合30％、女性委員のいない審議会
の解消を図ることを目標に明記しており、
庁内での認識度は向上しており、必要性は
向上している。

③引き続き、審議会等へ女性委員の登用を
積極的に促進する。

審議会等委員の女性
の登用率の情報提供
に努めながら、庁内
関係課と連携し、女
性委員の登用に向け
た取り組みを進め
る。

庁内において積
極的に女性委員
候補者の情報を
提供し、女性委
員のいない審議
会をなくす等、
登用を進めてい
ただきたい。

人権女性政策課

46

方針 施策

政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の
女
性
の
参
画
の
促
進

1 基本目標②



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

人材の把握
と活用

審議会等委員の女性
の参画を促進するた
め、各種団体の女性
リーダーなど、人材
の把握と活用を促進
します

各種団体の所管課
である庁内関係各
課と連携し、女性
の参画の充実を図
る取り組みを進め
る

①公益活動支援センターや社会福祉協議会
と定期的に情報交換の場を設け、地域活動
の中で活躍する女性の把握に努めるととも
に、女性リーダーの養成方法について検討
している。

②民間団体の実情把握について、正確な情
報収集はできていない。

③審議会等委員に参画できる女性リーダー
の人材把握、人材育成について更に取り組
みを進める。

各種団体の所管課で
ある庁内関係各課と
連携し、女性の参画
の充実を図る取り組
みを進める。

女性サポートス
テーションにお
けるリーダー育
成のための事業
が継続され、審
議会等委員をは
じめとした新た
な女性リーダー
の活躍に期待す
る。

人権女性政策課

47

民間団体に
おける女性
の参画の拡
大

商工会議所などの団
体における方針決定
過程への女性の参画
を働きかけます

各種団体に、女性
の参画の充実を図
るよう働きかけて
いく

①男女共同参画に関する啓発事業への参加
を各種団体や企業人権推進連絡会に呼びか
け女性の参画の重要性について啓発すると
ともに、女性の活躍を支援する女性サポー
トステーションを周知した。

②男女共同参画講演会、ワーク・ライフ・
バランス講座、女性サポートステーション
の運営は、女性の参画を意識いただく良い
機会となっている。

③企業人権推進協議会をはじめ、民間団体
における女性参画についての情報収集に努
めるとともに、団体等の会議の場などに赴
き、周知・啓発ができるよう関係づくりを
進める。

各種団体に、女性の
参画の充実を図るよ
う働きかけていく。

多様な立場の女
性が民間団体の
活動に参画でき
るよう、商工会
議所等の協力も
得て、各種団体
の活動について
積極的に情報提
供していただき
たい。

人権女性政策課

48

2 基本目標②



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

地域活動に
おける女性
の参画の拡
大

ＰＴＡや自治会など
の各種団体の代表や
役員への女性の参画
を働きかけます

各種団体に、女性
の参画の充実を図
るよう働きかける
とともに、関係課
と連携し地域団体
にも啓発を行う

①男女共同参画に関する啓発事業への参加
を人権協会を通じ加盟団体（自治連合会や
PTA）に呼びかけ女性の参画の重要性につ
いて啓発するとともに、女性の活躍を支援
する女性サポートステーションをHPや広報
で周知した。

②男女共同参画講演会、ワーク・ライフ・
バランス講座、女性サポートステーション
の運営は、女性の参画を意識いただく良い
機会となっている。

③自治連合会をはじめ、各種団体における
女性参画についての情報収集に努めるとと
もに、団体等の会議の場などに赴き、周
知・啓発ができるよう関係づくりを進め
る。

各種団体に、女性の
参画の充実を図るよ
う働きかけるととも
に、関係課と連携し
地域団体にも啓発を
行う。

市で活動する各
種女性団体が連
携することに
よって地域活動
がより効果的に
なることを目的
とし、団体間の
ネットワーク構
築を図っていた
だきたい。

人権女性政策課

49

2 女性職
員・女性
教職員の
登用を促
進する

職員研修の
充実と男女
共同参画の
視点に立っ
た職務配置
の推進

市の政策・方針決定
過程への女性の参画
及び女性職員の管理
職への登用を積極的
に進めます。女性職
員のモチベーション
を高め、どの職階に
おいても男女の差な
く活躍できるよう
に、女性職員の職域
拡大、職務経験を通
じた積極的なキャリ
ア形成を支援するほ
か、職員研修の充実
を図ります

門真市における女
性職員の活躍の推
進に関する特定事
業主行動計画（第
１期）に基づき、
女性の管理職登用
を実施していく。

①平成２８年４月１日現在の女性管理職
（課長補佐級以上）は４７人であり、管理
職全体の25％であった。平成２７年４月１
日現在と比べ、管理職全体数の減少に伴
い、女性管理職も２人減少したものの、女
性管理職の割合は、前年度と同水準を維持
することができた。
　
②女性管理職の割合は、前年度と同水準を
維持することができた。

③今後も、積極的な女性職員の登用を実施
していく。

門真市における女性
職員の活躍の推進に
関する特定事業主行
動計画（第１期）に
基づき、女性の管理
職登用を実施してい
く。

女性職員が管理
職を担うことへ
の阻害要因を見
極め、それに基
づいた意識啓発
や制度改革を進
めていただきた
い。

人事課

50

3 基本目標②



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

小・中学校
における女
性管理職の
任用

女性教職員の管理職
任用を働きかけ、学
校運営への男女共同
参画を図ります

女性教職員の管理
職任用をさらに積
極的に推進してい
く。

①市内小・中学校20校40名の管理職のう
ち、12名が女性である。

②女性管理職の登用率が平成27年度よりも
増加した。（平成27年度…22.5%、平成
28年度…30％）

③女性教職員の管理職登用を今後も積極的
に進めていく。

女性教職員の管理職
任用をさらに積極的
に推進していく。

女性教職員が誇
りと自信を持っ
て管理職を目指
すことができる
よう、担当課か
らも意思決定の
場への女性参画
の意義を伝えて
いただきたい。

学校教育課

51

2 1 地域のさ
まざまな
活動に対
する男女
共同参画
を促進す
る

高齢者の地
域における
活動の促進

退職後の男性などの
高齢者がボランティ
アなどに参加しやす
いように、門真市シ
ルバー人材センター
や老人クラブ連合会
などを通じて、身近
な地域でのボラン
ティア体験や活動な
どができる体制づく
りに努めます

高齢者の希望と能
力に応じ、適当な
仕事に従事する機
会や地域活動の機
会の増大を図り、
もって高齢者の福
祉の増進に寄与す
るため、引き続き
高齢者の雇用・地
域活動の促進を図
る。

①老人クラブ連合会、門真市シルバー人材
センターが実施する地域活動について支援
を行った。

②老人クラブ連合会、門真市シルバー人材
センターなどを通して、地域でのボラン
ティア活動についての情報提供や、活動の
契機となるよう貢献した。

③今後も関係機関との連携を図り、周知を
図るとともに男女共に個々の能力を発揮で
きるよう地域活動の一層の活性化をめざ
す。

高齢者の希望と能力
に応じ、適当な仕事
に従事する機会や地
域活動の機会の増大
を図り、もって高齢
者の福祉の増進に寄
与するため、引き続
き高齢者の雇用・地
域活動の促進を図
る。

退職後に地域活
動に参画したい
と考えている高
齢者の多様な
ニーズに対応で
きるよう、情報
や機会を提供し
ていただきた
い。

高齢福祉課
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ボランティ
ア活動の促
進

男女がともに地域活
動に参加できるよう
に、ボランティア講
座やボランティア
フェスティバルの開
催などを支援し、活
動の周知・啓発を図
ります

ボランティア活動
を推進している門
真市社会福祉協議
会と連携しボラン
ティア機能の強化
を図っていく。

①社会福祉協議会に対して支援を実施。

②社会福祉協議会との連携を行いボラン
ティア機能の強化に努めた。

③社会福祉協議会のボランティア機能を充
実していくよう今後も引き続き支援を実施
する。

ボランティア活動を
推進している門真市
社会福祉協議会と連
携しボランティア機
能の強化を図ってい
く。

ボランティア組
織の体制や運営
が、固定的な性
別役割分業意識
にとらわれない
ような働きかけ
も大切である。

福祉政策課
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地
域
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
促
進

4 基本目標②



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

男女がともに地域活
動に参加できるよう
に、ボランティア講
座やボランティア
フェスティバルの開
催などを支援し、活
動の周知・啓発を図
ります

ボランティア登録
をしている市民
が、活動単価の設
定を行うなど、有
償ボランティアの
確立に向けた取り
組みを進めます。
また、年間を通じ
て活動できるよ
う、市民ボラン
ティアの確保を行
い、ボランティア
活動時間の増加を
図る。

①庁内で把握しているボランティア団体に
対して、ボランティアポイント制度を個別
に説明し、周知を図った。

②事業の認知度アップを目指して、各種団
体等に積極的に周知を図ることで、ボラン
ティア活動の必要性の理解を深めた。

③今後も団体等に対してボランティアポイ
ント制度の周知活動を徹底し、ボランティ
ア活動の一層の活性化を図る。

ボランティア登録を
している市民が、活
動単価の設定を行う
など、有償ボラン
ティアの確立に向け
た取り組みを進めま
す。また、年間を通
じて活動できるよ
う、市民ボランティ
アの確保を行い、ボ
ランティア活動時間
の増加を図る。

ボランティア団
体および活動し
ている市民の交
流の機会等を増
やすことによ
り、既に活動し
ている市民の活
動範囲の広がり
につながる工夫
をしていただき
たい。

地域政策課

54

男女がともに地域活
動に参加できるよう
に、ボランティア講
座やボランティア
フェスティバルの開
催などを支援し、活
動の周知・啓発を図
ります

地域でボランティ
ア活動をされる方
の更なる機会の拡
充を促進し、市民
力・地域力の向上
を図るため、平成
28年度末時点で
130人の延べ登録
者人数を目標とす
る。

①市ホームページと公民協働課窓口にて登
録情報の公開を行い、公民協働課内におい
て案内チラシの配架を実施した。

②当該年度の新規登録件数が12件で、前年
度よりも少しばかりだが増加している。ま
た、当該年度の登録者のボランティア活動
実績は、市が把握する中で4件であり、人
材バンクの更なる周知や公開情報の表記の
改善が必要である。

③利用者が人材バンクを活用しやすいよ
う、市ホームページの公開内容の変更を検
討する。また、市内公共施設に人材バンク
のチラシを配架することで、人材バンクの
一層の周知を図る。

地域でボランティア
活動をされる方の更
なる機会の拡充を促
進し、市民力・地域
力の向上を図るた
め、平成29年度末時
点で135人の延べ登
録者人数を目標とす
る。

人材バンクに関
する市ホーム
ページは使いや
すい構成である
が、より有効な
情報提供とする
ため、個人や団
体のカテゴリー
名を親しみやす
い名称に変える
こと等の改訂を
検討していただ
きたい。

地域政策課

55

5 基本目標②



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

防犯・防災
活動に対す
る男女共同
参画の促進

安全で安心なまちづ
くりや防災活動・災
害非常時などにおけ
る男女共同参画の促
進を図ります

世代を超えて男女
が地域の様々な活
動に参加すること
で、情報の共有と
幅広い年齢層に対
して防犯・防災意
識の高揚をめざ
し、取り組みに努
めていきたい。

①「平成28年全国地域安全運動」―中高生
から地域への発信―では、中高生の男女が
防犯に対する意見を発信した。

②男女が偏りなく参加している。

③引き続き、男女が平等な意見発信の場に
しつつ、来場者の増加を目指して、広報紙
等を通じた周知活動を行っていきたい。

中高生から大人に向
けての発信というこ
とで、多世代にわた
る防犯・防災意識の
高揚を狙い、また、
さらなる参加者、来
場者の増加を目指
す。

引き続き、防
犯・防災には、
日頃からの地域
のつながりと男
女共同参画視点
が欠かせないこ
とを市民に伝え
ていただきた
い。

文化・自治振興課　
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防犯・防災
活動に対す
る男女共同
参画の促進

安全で安心なまちづ
くりや防災活動・災
害非常時などにおけ
る男女共同参画の促
進を図ります

引き続き、関係機
関と連携し、防災
講話や防災訓練な
どを通じて、災害
時などにおける男
女共同参画のさら
なる促進を図る。

①防災講話などを通じ、災害時における男
女のニーズの違いや、避難所運営に女性が
参画することの重要性などの啓発を市民に
対して実施した。

②災害に対する意識が向上している中で、
防災講話などを通じた災害時の男女共同参
画に対する意識の向上を図ることができ
た。

③幅広く災害時の男女共同参画に対する意
識の向上を図っていくため、参加者の規模
が大きな防災講話などが実施されることが
必要である。

引き続き、防災講話
や防災訓練などを通
じて、関係機関と連
携しながら災害時の
男女共同参画に対す
る意識の向上を図
る。

性別や年齢およ
びライフスタイ
ルの違いを越え
て、開催日時等
も含め、誰でも
参加しやすい防
災講話や防災訓
練の実施を心掛
けていただきた
い。

危機管理課

57

6 基本目標②



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

地域におけ
る子育て支
援活動など
に対する男
女共同参画
の促進

子育て家庭が地域で
孤立しないように、
また、親子が安心し
ていきいきと生活が
できるように、子ど
もの育ちや子育てを
支援する活動に対
し、男女共同参画を
促進します

地域子育て支援事
業において父親の
育児参加等の啓発
活動を継続すると
ともに、27年度に
改定した子育て応
援ポータルサイト
のマニュアルを活
用することによ
り、男女共同参画
に係る情報発信を
増やすことができ
るよう、関係課に
情報掲載を促す。

①ファミリー・サポート・センター交流会
において、門真市子育て支援親善大使の川
﨑美千江氏に、家族や地域の支援を受けて
の自身の子育てについて講演いただくこと
で、父親の育児参加等について啓発を実施
した。
　また、子育て応援ポータルサイトについ
て、新たに生涯学習センター等の生涯学習
施設に掲載権限を付与することにより、親
子で楽しむことのできるイベント情報等の
充実を図った。

②子育て世代に影響力のある子育て支援親
善大使による講演を実施することで、父親
の育児参加など子育て支援に関する情報発
信をすることができた。

③地域子育て支援事業や子育て応援ポータ
ルサイトなどにおいて、引き続き子育て支
援に関する情報を発信していく必要があ
る。

地域子育て支援事業
や子育て応援ポータ
ルサイトにおいて、
引き続き父親の育児
参加等の啓発を行う
ことで、男女共同参
画を促進する。

子育て応援ポー
タルサイトのさ
らなる活用を進
め、男女を問わ
ず子育て世代の
支援につなげて
いただきたい。

子育て支援課
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地域におけ
る子育て支
援活動など
に対する男
女共同参画
の促進

子育て家庭が地域で
孤立しないように、
また、親子が安心し
ていきいきと生活が
できるように、子ど
もの育ちや子育てを
支援する活動に対
し、男女共同参画を
促進します

親子のふれあい行
事、特に父親が気
軽に参加できる行
事、及び講座を増
やす。

①親子で参加できる料理教室を年２回開催
した。親子手作り教室、親子体操教室な
ど、男性が参加しやすい講座を開催した。

②参加者のほとんどが女性であるが、稀に
男性の参加が見られる。

③男女問わず気軽に参加できるよう、講座
内容や周知方法などについて検討していき
たい。

親子のふれあい行
事、特に父親が気軽
に参加できる行事、
及び講座を増やす。

母親のみを対象
にするのではな
く、父親のみ、
あるいは父子の
みを対象とした
事業を企画・実
施することによ
り、男性参加の
促進につなげて
いただきたい。

社会教育課

59

7 基本目標②



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 市民、団
体などの
地域活動
に対する
支援を行
う

女性団体に
対する支援

地域活動の中で女性
の意思決定の場への
参画を促進するた
め、女性リーダーの
養成と女性団体に対
する支援を行いま
す。また、関連団体
同士のネットワーク
化を促進します

地域団体を所管す
る庁内関係各課と
連携し、女性リー
ダーの養成や女性
団体への支援等の
体制づくりを進め
る他、セミナーな
どを開催し、女性
リーダーの養成に
努める

①地域活動課が実施する市民公益活動補助
事業を活用し「男女共同参画社会の地域に
おける活動」をテーマに活動する団体を募
集したところ１件応募があった。応募にあ
たって、女性サポートステーションが当該
団体代表者と面談しサポートを行った。ま
た、公益活動支援センターや社会福祉協議
会と定期的に情報交換の場を設け、地域活
動の中で活躍する女性支援について検討し
ている。

②地域における女性リーダーの発掘や養成
のために必要な関係機関との協力体制が築
けた。

③今後も関係機関と情報交換を続けていく

地域団体を所管する
庁内関係各課と連携
し、女性リーダーの
養成や女性団体への
支援等の体制づくり
を進める他、セミ
ナーなどを開催し、
女性リーダーの養成
に努める。

育成された女性
リーダーと担当
課が連携した事
業等を企画・実
施することによ
り、市民目線の
有効な女性団体
支援を行ってい
ただきたい。

人権女性政策課
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ボランティ
ア活動・Ｎ
ＰO活動の促
進

ボランティア活動や
まちづくり活動を行
う団体への男女共同
参画を促進するとと
もに、情報や活動の
場の提供、ネット
ワークづくりなどの
支援を行います

平素より男女共同
参画を念頭に置い
て、NPO認証事
務、市民公益活動
事業補助金業務に
精励したい。

①公益活動支援センターに女性サポートス
テーションのパンフレットや男女共同参画
に関するチラシを配架し、男女共同参画意
識の高揚に向けた情報提供に努めた。

②いわゆるテーマ型組織への男女共同参画
に向けての啓発が弱かった。

③本来であれば、男女共同参画に敏感な筈
のテーマ型組織への行政からのアクション
を強める。

平素より男女共同参
画を念頭に置いて、
NPO認証事務、市民
公益活動事業補助金
業務に精励したい。

今後とも、男女
共同参画に関す
る活動の周知や
情報発信に努め
られたい。

地域政策課　
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8 基本目標②



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

地 域 コ ー
デ ィ ネ ー
ターの人材
発掘・育成

地域活動の活性化を
図るため、地域団体
や企業などとの連携
をより一層深め、地
域の実情に応じた活
動を地域ぐるみで展
開できるよう、それ
ぞれの地域でコー
ディネーターを発掘
し、育成することで
地域力の強化を図り
ます

校区での様々な取
り組みをとおし
て、自治会などの
地縁型組織と、
NPO、ボランティ
アなどのテーマ型
組織が接触する機
会を作り、互いに
まちをつくる主体
として協働した取
り組みをする中
で、新たな人材が
発掘・育成できる
よう、市、公益活
動支援センターが
目的・意識的に取
り組みを展開す
る。

①一つの事業を複数の主体が関わって取り
組むことで、地域力を醸成させる、地域活
性化まちづくり推進事業、校区門真まつり
事業を実施し、地域力を高めた。

②二つの校区がジョイントし、より熟度の
高い校区門真まつりが開催されるところが
出るなど、地域の力量が向上していると見
受けられる校区も現れた。

③全14小学校区のうちで、校区門真まつり
が開催されているところが、13校区と着実
に増えてはいるものの、１校区がいまだ達
成できていない。今後とも各々開催できる
ように協力・協働していきたい。

校区での様々な取り
組みをとおして、自
治会などの地縁型組
織と、NPO、ボラン
ティアなどのテーマ
型組織が接触する機
会を作り、互いにま
ちをつくる主体とし
て協働した取り組み
をする中で、新たな
人材が発掘・育成で
きるよう、市、公益
活動支援センターが
目的・意識的に取り
組みを展開する。

地域での様々な
取り組みを通し
て男女の性別に
こだわらない
リーダーやコー
ディネーターの
発掘・育成に期
待する。

文化・自治振興課
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3 国
際
社
会
へ
の
理
解

1 在住外国
人が暮ら
しやすい
環境づく
りを進め
る

生活情報や
行政サービ
ス情報など
の提供

在住外国人が安心し
て子育てや日常生活
を送ることができる
ように、さまざまな
生活情報や行政サー
ビス情報などの提供
を進めます

引き続き必要に応
じて翻訳等を実施
し、在住外国人の
コミュニケーショ
ンの充実を図る。

①４か月児健診（市民プラザ実施分）及び
ＢＣＧ予防接種の際に中国語通訳を配置。
市民向け予防接種手引きについては中国語
版を作成した。必要時、在住外国人には行
政情報サービス等を個別相談や訪問活動等
をとおして情報提供した。

②在住外国人への情報提供・支援ができ
た。

③引き続き通訳の実施及び個別対応などに
より在住外国人への適切な情報提供に努め
る。

中国語通訳の出務を
４か月児健診から３
歳６か月児健診に変
更し、子のことばの
発達等の確認ができ
るようにする。

今後も引き続
き、必要に応じ
て翻訳等の実施
や個別対応等に
より在住外国人
とのコミュニ
ケーションの充
実を図り適切な
情報提供に努め
られたい。

健康増進課　

63

9 基本目標②



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

生活情報や
行政サービ
ス情報など
の提供

在住外国人が安心し
て子育てや日常生活
を送ることができる
ように、さまざまな
生活情報や行政サー
ビス情報などの提供
を進めます

放課後児童クラブ
入会案内及び申込
書の提出について
の文書を中国語翻
訳することで、引
き続き在住外国人
への事業の周知を
図る。

①従前から翻訳している放課後児童クラブ
入会案内等に加えて、入会決定者に案内す
る入会のしおりについても翻訳し、在住外
国人の多い校区の放課後児童クラブに配付
することで、情報の提供に努めた。

②新たに入会決定者に対する入会のしおり
についても翻訳することで、在住外国人が
安心して放課後児童クラブに入会できる環
境を整備することができた。

③文書の翻訳を継続することで、在住外国
人に対して放課後児童クラブに関する適切
な情報提供を実施していく必要がある。

放課後児童クラブに
関する文書を翻訳す
ることで、引き続き
在住外国人が安心し
て放課後児童クラブ
を利用できる環境整
備を推進する。

今後も引き続
き、必要に応じ
て翻訳等の実施
や個別対応等に
より在住外国人
への事業周知を
図り適切な情報
提と利用促進に
努められたい。

子育て支援課　

64

生活情報や
行政サービ
ス情報など
の提供

在住外国人が安心し
て子育てや日常生活
を送ることができる
ように、さまざまな
生活情報や行政サー
ビス情報などの提供
を進めます

各園の状況によ
り、必要に応じて
通訳を実施し、在
住外国人のコミュ
ニケーションの充
実を図る

①各公立幼稚園・保育所からの依頼に基づ
き、保育幼稚園課に登録している通訳者に
説明会や懇談会等における通訳業務を依頼
した。

②各園からの依頼に基づき、適切な通訳の
対応を行い、在住外国人にサービスの提供
ができた。

③在住外国人が安心して生活を送れるよ
う、今後も継続して対応を図る。

各園の状況により、
必要に応じて通訳を
実施し、在住外国人
のコミュニケーショ
ンの充実を図る。

各園の状況に基
づき、必要に応
じて通訳の対応
を実施し在住外
国人が安心して
生活を送れるよ
う努められた
い。

保育幼稚園課

65

窓口におけ
るコミュニ
ケーション
支援の充実

在住外国人のさまざ
まな相談に適切に対
応できるように、外
国語ボランティアと
の連携を強化し、職
員の相談対応力の向
上に努めます

なし 事業廃止

66

10 基本目標②



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

在住外国人
の地域活動
への参加促
進

在住外国人が地域の
一員として、防犯・
防災や福祉活動、ま
ちづくりなどの活動
に積極的に参加でき
るように、環境整備
に努めます

市内の外国語教育
に取り組む非営利
組織との連携を取
れるよう努める。

①窓口に在住外国人の方は来られた実績は
なかった。

②窓口に、３か国語に対応する、洪水ハ
ザードマップ、外国人のための防災ガイド
などを常備している。防犯の対応はできて
いない。

③今後、在住外国人の方が地域活動への参
加を希望する場合、市内の外国語教育に取
り組む非営利組織と連携して対応するよう
にしていきたい。

市内の外国語教育に
取り組む非営利組織
との連携を取れるよ
う、非営利組織の担
当課との連携を取る
よう努める。

外国の人は地域
の人と仲良くす
る。地域（住
民）は仲良くし
ようと努力する
外国人の良き受
皿となる様努力
することが望ま
れる。

魅力発信課

67

2 多様な文
化への理
解と交流
を進める

国際理解教
育の推進

多文化共生の観点か
ら、門真市在日外国
人教育推進委員会と
連携し、幼稚園や学
校などにおいて、在
日外国人教育、国際
理解教育を進めます

門真市在日外国人
教育推進協議会と
連携し、各学校に
おける取組の実践
交流の場を広げる
ことで、多文化共
生教育の取組をよ
り一層充実させて
いく。

①門真市在日外国人教育推進協議会と連携
し、各学校園での在日外国人教育や国際理
解教育についての取組の実践発表と交流の
場を設けた。

②園児・児童・生徒、保護者が、様々な国
の文化について理解を深め、また、お互い
を尊重する実践交流を行うことができた。

③各学校園での取組を今後も継続的に行う
とともに、教職員、園児・児童・生徒、保
護者の交流がさらに広がるような取組をす
る。

各学校における多文
化共生教育の取組を
より一層充実させる
ために、門真市在日
外国人教育推進協議
会と連携し各学校に
おける取組の実践交
流の場を広げる。

門真市在日外国
人教育推進協議
会と密に連携
し、多文化交
流、内容の更な
る充実が望まれ
る。

学校教育課

68

国際理解教
育の推進

多文化共生の観点か
ら、門真市在日外国
人教育推進委員会と
連携し、幼稚園や学
校などにおいて、在
日外国人教育、国際
理解教育を進めます

門真市在日外国人
教育推進委員会と
連携し、各園にお
ける取組の実践交
流の場をさらに広
げることで、多文
化共生教育の取組
を充実させていく

①門真市在日外国人教育推進委員会と連携
し、各園での在日外国人教育、国際理解教
育についての取組の実践発表と交流の場を
設けた。

②通称名ではなく、本名に変更して小学校
へつなげた子どももいた。

③各園での取組を継続的に行い、教職員、
幼児、保護者の交流がさらに広がるよう取
り組んでいく。

門真市在日外国人教
育推進委員会と連携
し、各園における取
組の実践交流の場を
さらに広げること
で、多文化共生教育
の取組を充実させて
いく。

今後どうなるの
か継続して見守
ることが必要と
考える。

保育幼稚園課

69

11 基本目標②



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標②：男女があらゆる分野に参画し、ともに豊かな地域社会をつくりましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

異文化に対
する理解を
促進する教
育の充実

自国の文化や異文化
に対する理解を深め
るため、市内在住の
中学生に対し、国際
交流などの機会を提
供します

門真市と世界を舞
台に活躍する人材
を育成するため、
英語プレゼンテー
ションコンテスト
を開催するととも
に、中学生海外派
遣研修を実施す
る。

①プレゼンテーションコンテストについて
は、一次審査、二次審査を通過した18名の
中学１・２年生によるプレゼンテーション
の結果、最優秀賞１名、優秀賞８名、及び
奨励賞９名を選出した。そのうち、９名を
翌年度海外派遣研修へ派遣する予定であ
る。

②プレゼンテーションコンテストについ
て、２8年度は、773名の応募があり、昨
年度より26名増加させることができた。

③引き続き、プレゼンテーションコンテス
トの応募者が増加するよう努めたい。

門真市と世界を舞台
に活躍する人材を育
成するため、英語プ
レゼンテーションコ
ンテストを開催する
とともに、中学生海
外派遣研修を実施す
る。

良い取り組みと
思う。継続され
たい。

社会教育課

70

国際交流活
動の促進

多様な文化を持つ市
民が参画できる、国
際交流活動のための
取り組みを促進しま
す

公益財団法人大阪
府国際交流財団が
実施する相談会の
見学、会議等に参
加し、情報収集及
び事業内容の検討
などを行う。

①市民の国際理解のための機会の多様化を
図り、多文化の受容と共生の心を育て、地
域の国際化に寄与することを目的とした国
際交流事業を開催する実行委員会に対し、
補助金要項に基づき、５万円を交付した。
また、今年度は、公益財団法人大阪府国際
交流財団が実施する相談会の見学及び1日
相談会を実施することもできた。

②当事業では、市内児童・教職員・保護
者・地域住民などの参加者400人が集ま
り、中国などの歌や民族芸能の発表が行わ
れた。公益財団法人大阪府国際交流財団が
実施した。相談会には、6人7件の相談があ
り、在住外国人の相談会のニーズが明確に
なった。

③地域住民に在住外国人との共生を広域に
周知したい。

公益財団法人大阪府
国際交流財団が実施
する相談会の見学、
他市との交流を深め
るために会議等に参
加し、情報収集に努
め、現代にあう事業
内容の検討に努め
る。1日相談会と国際
交流事業の開催日と
組んで双方の事業を
盛り上げたい。

今後どうなるの
か継続して見守
ることが必要と
考える。

魅力発信課

71

12 基本目標②



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２8年度
の事業目標

平成２8年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２9年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

1 1 就労の場
での男女
の理解と
認識を深
める

市民に対す
る労働関係
法令や制度
に関する啓
発

市民に対し、男女雇
用機会均等法や職場
における待遇など、
男女共同参画を推進
するための労働関係
法令の趣旨や内容に
ついて、国や大阪府
等関係機関との連携
により啓発を進めま
す

大阪府等関係機関
と連携し、「男女
雇用機会均等法」
や「女性活躍推進
法」の周知啓発を
進めるほか、セミ
ナーを開催し、情
報提供に努める

①大阪労働局が発行する「公正な採用選考
のために」のリーフレットを人権女性政策
課に設置し、情報提供を行ったほか、女性
活躍推進法に関連する記事を市ホームペー
ジに掲載している。
　
②リーフレットや市HPによる情報提供によ
り「男女雇用機会均等法」や「女性活躍推
進法」の啓発を行うことができた。
　
③周知方法を工夫し、セミナーの開催な
ど、さらに効果的な啓発を検討する。

大阪府等関係機関と
連携し、「男女雇用
機会均等法」や「女
性活躍推進法」の周
知啓発を進めるほ
か、セミナーを開催
し、情報提供に努め
る。

女性と子供の貧
困問題の解決に
は、女性が安
定・安心して働
くことができる
職場確保が不可
欠である。市民
への更なる啓発
を期待する。

人権女性政策課

72

市民に対す
る労働関係
法令や制度
に関する啓
発

市民に対し、男女雇
用機会均等法や職場
における待遇など、
男女共同参画を推進
するための労働関係
法令の趣旨や内容に
ついて、国や大阪府
等関係機関との連携
により啓発を進めま
す

関係法令の趣旨・
内容が記載された
チラシ・パンフを
市施設等に配置
し、関係機関が実
施する各講演・セ
ミナーを紹介し、
周知等を図る

①関係機関からの法令関係チラシ・パンフ
レットを配置し周知に努めた。
　
②チラシ・パンフレットを設置により、労
働関係法令や制度の周知ができた。

③関係機関と連携を強化し労働関係法令等
の啓発に努める。

関係法令の趣旨・内
容が記載されたチラ
シ・パンフを市施設
等に配置し、関係機
関が実施する各講
演・セミナーを紹介
し、周知等を図る

「男女雇用機会
均等法」や「女
性活躍推進法」
の啓発にあた
り、市民誰もが
関心を持つよう
な、分かりやす
く親しみのある
啓発を期待す
る。

産業振興課

73

方針 施策

雇
用
な
ど
の
分
野
に
お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進

1
基本目標③



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２8年度
の事業目標

平成２8年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２9年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

事業者に対
する労働関
係法令や制
度に関する
啓発

事業者に対し、男女
格差を解消するため
の雇用管理上の義務
や職場慣行の見直し
などについて、国や
大阪府等関係機関と
の連携により啓発を
進めます

ハローワークと連
携し、継続して研
修を行い、実効性
あるものにしてい
く

①ハローワークと連携し、公正採用に関す
る内容の研修を６月の新規学卒者説明会時
や１月の門真市・守口市の企業トップを対
象にした研修会で実施した。
また、市HPに女性活躍推進法に基づく一般
事業主行動計画の策定を勧奨する記事を掲
載し女性の活躍・両立支援サイト（厚労省
委託事業）を紹介した。この他、企業人権
推進連絡会総会において、大阪府が発行す
る「採用と人権」冊子を配布し、男女雇用
機会均等法について啓発した。

②ハローワークと連携し公正採用を中心と
した研修を実施できた。
また、市HPに女性の活躍推進に関わるサイ
トを掲載したことで、女性の活躍状況の把
握・課題分析を行うよう広く促すことがで
きた。

③さらに多くの企業に情報提供できるよう
HPの周知や研修参加率向上のため工夫した
取り組みを進める。

ハローワークと連携
し、継続して研修を
行い、実効性あるも
のにしていく。

職場環境の整備
にむけて、企業
の管理職に対
し、女性活躍関
係法令や制度
を、多くの手段
で積極的に啓発
されている取り
組みを高く評価
する。実効性の
ある施策を目指
すという姿勢を
頼もしく思う。

人権女性政策課

74

事業者に対
する労働関
係法令や制
度に関する
啓発

事業者に対し、男女
格差を解消するため
の雇用管理上の義務
や職場慣行の見直し
などについて、国や
大阪府等関係機関と
の連携により啓発を
進めます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に雇
用管理上の義務や
職場慣行の見直し
などについて、啓
発に努める

①市施設内にチラシ・パンフを配置し事業
所等への周知・啓発に努めた。
　
②商工会議所などと連携した事業者への啓
発を、十分にできなかった。

③商工会議所等と連携し、事業者に対し制
度・法令の啓発、ＰＲに努める。

商工会議所をはじめ
経営者団体と連携
し、事業者に雇用管
理上の義務や職場慣
行の見直しなどにつ
いて、啓発に努め
る。

このテーマに関
する事業所の悩
みを１つの場所
で相談できるよ
うに、関係機関
と連携したワン
ストップ相談会
などの啓発イベ
ントがあればい
いと思う。

産業振興課

75

2
基本目標③



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２8年度
の事業目標

平成２8年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２9年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

男女共同参
画を実践す
る企業の実
践例などの
情報の提供

男女共同参画を進め
る大阪府内や市内の
企業の実践例などに
ついて、大阪府等関
係機関との連携によ
り情報提供を進めま
す

女性サポートス
テーションを中心
に、ＨＰやチラシ
などで企業内の実
例を情報提供して
いく

①市HPで女性の活躍・両立支援サイト（厚
労省委託事業）を紹介し、市内企業の行動
計画や取組を見ることが出来るようにし
た。

②サイトでは、市内のみならず全国各地の
ユニークな取り組みなどを見ることが出来
るようになっている。

③大阪府等関係機関と連携し、広く情報提
供を行う。

女性サポートステー
ションを中心に、Ｈ
Ｐやチラシなどで企
業内の実例を情報提
供していく。

HPによる情報
提供の充実を課
題とし、課題解
決に取り組まれ
たことがよく分
かった。ユニー
クな実践例や成
功例の収集を図
り、企業への
バックアップを
期待する。

人権女性政策課

76

企業におけ
るポジティ
ブ・アク
ションの促
進

企業に対し、男女格
差を解消するための
ポジティブ・アク
ションの実施につい
て、国や大阪府等関
係機関との連携によ
り働きかけます

男女間の格差の解
消を進めるため、
ポジティブ・アク
ションの実施につ
いて啓発資料等の
情報提供を進める

①市HPで女性の活躍・両立支援サイト（厚
労省委託事業）を紹介し、市内企業の行動
計画やポジティブ・アクションなどの取組
を見ることが出来るようにしたほか、内閣
府男女共同参画局発行の「共同参画」を女
性サポートステーションに配架することに
より、ポジティブ・アクション実施につい
ての啓発活動を行った。

②HPにサイトを紹介したことでより多くの
人に情報提供できた。

③更に広く情報提供ができるよう、工夫を
凝らす

男女間の格差の解消
を進めるため、ポジ
ティブ・アクション
の実施や女性活躍推
進についての啓発資
料等の情報提供に努
める。

昨年度は多様な
手段による情報
提供に取り組
み、成果を挙げ
られた。その充
実と、企業への
ポジティブ・ア
クションの促進
を目指した担当
課のユニークな
アクションを期
待する。

人権女性政策課

77

3
基本目標③



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２8年度
の事業目標

平成２8年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２9年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

企業におけ
るポジティ
ブ・アク
ションの促
進

企業に対し、男女格
差を解消するための
ポジティブ・アク
ションの実施につい
て、国や大阪府等関
係機関との連携によ
り働きかけます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に男
女間の格差を解消
するため、ポジ
ティブ・アクショ
ンを促すための啓
発に努める

①関係機関からのチラシ・パンフレットを
配置し周知に努めた。
　
②商工会議所などと連携した事業者への周
知及び啓発を、十分にできなかった。

③商工会議所（経営者団体）と連携しつ
つ、制度の周知・啓発に努める。

商工会議所をはじめ
経営者団体と連携
し、事業者に男女間
の格差を解消するた
め、ポジティブ・ア
クションを促すため
の啓発に努める。

他機関との連携
は難しい課題だ
と思う。今まで
に実行された成
果を見える化さ
れたい。取り組
みの尽力が見え
にくいのは、
もったいなく残
念だと思う。

産業振興課

78

女性の商工
業や農業な
どにおける
技術・経営
管理能力の
向上

商工業や農業などに
従事する女性の技術
や経営能力向上のた
め、大阪府等関係機
関との連携により情
報提供を進めます

女性従事者のニー
ズにあった、効果
的な講座等の情報
提供に努める

①国や大阪府等からの技術向上・資格取得
のためのチラシ・パンフレットの設置によ
り周知に努めた。
　
②スキルアップのための講座開催はできな
かった。

③大阪府等の関係機関と連携し、情報提供
に努める。

女性従事者のニーズ
にあった、効果的な
講座等の情報提供に
努める。

全ての方のニー
ズに応えること
はできないの
で、やってみる
ことが大事なの
ではないか。

産業振興課

79

2 多様な働
き方への
支援を進
める

女性の再雇
用の支援

就労相談の実施や再
就職セミナーなどの
情報提供について、
大阪府やハローワー
ク等関係機関との連
携により、女性の再
雇用の支援に努めま
す

相談体制の充実を
図るとともに、就
労に繋がる情報の
収集や提供に努
め、セミナーを実
施し女性の再雇用
支援に努める。

①女性サポートステーションにおいて就労
相談を週５日実施したほか、毎月実施して
いるセミナーのうち、就職に役立つ内容の
講座を年５回実施した。また、３月8日に
はハローワークと協力し、「働きたい！就
職したい！女性応援セミナー＆就職面接
会」を開催した。

②新たにハローワークと協力して求職者と
企業を直接つなぐ就職面接会ができた。

③女性サポートステーションの就労相談と
合わせ、ハローワークなどの関連機関と連
携し女性の再雇用支援に取り組む。

相談体制の充実を図
るとともに、就労に
繋がる情報の収集や
提供に努め、セミ
ナーを実施し女性の
再雇用支援に努め
る。

２８年度と同等
数の開催を目指
しつつ、各方面
との連携強化に
期待する。

人権女性政策課

80

4
基本目標③



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２8年度
の事業目標

平成２8年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２9年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

女性の再雇
用の支援

就労相談の実施や再
就職セミナーなどの
情報提供について、
大阪府やハローワー
ク等関係機関との連
携により、女性の再
雇用の支援に努めま
す

就労相談や女性の
雇用を対象とした
チラシ・パンフを
市内公共施設等に
配置し、就労相
談・セミナー等の
周知に努める

①就職セミナー等のチラシ・パンフレット
を設置し周知に努めた。さらに、ハロー
ワークよりオンラインによる求人情報の提
供を受けるようにした。

②大阪府との連携は十分にできなかった。
ハローワークにおいては、情報を提供する
といった形で、連携を行うことができた。

③大阪府との連携を図り、再雇用の支援に
努める。

就労相談や女性の雇
用を対象としたチラ
シ・パンフを市内公
共施設等に配置し、
就労相談・セミナー
等の周知に努める。

更なる就労セミ
ナーの周知強化
と大阪府との連
携強化に期待す
る。

産業振興課

81

育児休業取
得者の職場
復帰などの
促進に関す
る啓発

事業者に対し、「育
児休業取得者に対す
る代替要員の確保及
び原職等復帰を促進
するための助成金制
度」の利用について
周知し、労働者の就
労支援の促進を働き
かけます

育児休業制度の概
要を啓発し、制度
を利用するための
職場環境づくり推
進に関するリーフ
レットなどを活用
し事業者に働きか
け労働者の就労支
援に努める

①大阪府が発行する「ワーク・ライフ・バ
ランス」のリーフレット等で育児・介護の
両立支援制度や労働条件等の情報提供を実
施した。
　
②リーフレット等は労働者のための指針や
制度について解説されており、利用しやす
い。
事業者の実践状況把握は出来ていない。

③大阪府や労働局が発行する資料を活用
し、引き続き啓発を進めるとともに、事業
者の取り組み状況等を把握し、その内容も
含めた情報の提供に努める。

育児休業制度の概要
を啓発し、制度を利
用するための職場環
境づくり推進に関す
るリーフレットなど
を活用し事業者に働
きかけ労働者の就労
支援に努める。

PR活動の充実
を継続しつつ、
実態把握に注力
され、更なる課
題の抽出に期待
する。

人権女性政策課

82

5
基本目標③



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２8年度
の事業目標

平成２8年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２9年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

育児休業取
得者の職場
復帰などの
促進に関す
る啓発

事業者に対し、「育
児休業取得者に対す
る代替要員の確保及
び原職等復帰を促進
するための助成金制
度」の利用について
周知し、労働者の就
労支援の促進を働き
かけます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に育
児休業制度や関係
法令について、周
知及び啓発を図る

①関係機関からのチラシ・パンフレットを
配置し周知に努めた。
　
②商工会議所などと連携した事業者への周
知及び啓発を、十分にできなかった。

③商工会議所（経営者団体）と連携しつ
つ、制度の周知・啓発に努める。

商工会議所をはじめ
経営者団体と連携
し、事業者に育児休
業制度や関係法令に
ついて、周知及び啓
発を図る。

連携先との連携
強化に注力さ
れ、就労支援さ
れることを期待
する。

産業振興課

83

2 1 仕事と生
活の調和
（ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンス）に
ついての
考え方を
広く普及
する

ワーク・ラ
イフ・バラ
ンスの啓発

仕事と生活の調和の
実現は、一人ひとり
が望む生き方ができ
る社会の実現にとっ
て必要不可欠なた
め、市民が理解を深
められるように、啓
発を進めます

ワーク・ライフ・
バランス啓発講座
を開催するほか、
リーフレットや書
籍の貸し出しによ
る情報提供を行う
ことにより啓発を
進める

①２月にワークライフバランスに関する講
座を開催し60名の方に参加いただいた。ま
た、女性サポートステーションでワークラ
イフバランスに関する図書や視覚教材の貸
し出しを開始した。

②「ワーク・ライフ・バランス」を学ぶ機
会をを充実させ、一層の意識の醸成が図れ
た。

③「ワーク・ライフ・バランス」の理解が
深められるように啓発講座や図書の貸し出
しを継続するほか、リーフレット等を利用
し、さまざまな世代に考え方を普及させる
ための取り組みを進める。

ワーク・ライフ・バ
ランス啓発講座を開
催するほか、リーフ
レットや書籍の貸し
出しによる情報提供
を行うことにより啓
発を進める。

講座の積極的
PR及び貸出し
状況の実態把握
などから、更な
る取り組みの充
実強化を期待す
る。

人権女性政策課

84

仕
事
と
家
庭
生
活
、

地
域
活
動
の
両
立
支
援

6
基本目標③



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２8年度
の事業目標

平成２8年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２9年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

労働時間短
縮に向けた
啓発

事業者に対し、長時
間労働などの働き方
の見直しをはじめ、
仕事も家庭も充実で
きる職場環境づくり
について、関係機関
などと連携し、啓発
を進めます

長時間労働などの
職場環境の見直し
など労働時間に関
する基本的な考え
方のリーフレット
等を活用し事業者
に啓発を働きかけ
るとともに、実施
状況の把握に努め
る。

①２月に実施したワークライフバランス啓
発講座の案内を門真市企業人権推進連絡会
にも送付し受講を促したほか、市HPで女性
の活躍・両立支援サイト（厚労省委託事
業）を紹介し、その中で事業者の両立支援
に関する取り組み状況を診断できることに
ついて情報提供した。また、全国の企業が
実施している取り組みについても同サイト
から確認できるようにした。

②ホームページで情報提供など新たな取り
組みを行ったが、直接事業者に働きかけを
行う機会は少なかった。

③直接事業者へ働きかけるとともに実施状
況を把握する方法について検討する必要が
ある。

長時間労働などの職
場環境の見直しなど
労働時間に関する基
本的な考え方のリー
フレット等を活用し
事業者に啓発を働き
かけるとともに、実
施状況の把握に努め
る。

市が開催する他
の事業でもPR
の機会を設け直
接事業主に働き
かける機会を
作っていかれる
と良いと思う。

人権女性政策課

85

労働時間短
縮に向けた
啓発

事業者に対し、長時
間労働などの働き方
の見直しをはじめ、
仕事も家庭も充実で
きる職場環境づくり
について、関係機関
などと連携し、啓発
を進めます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に
ワーク・ライフ・
バランス等につい
て啓発を図る

①市施設内にチラシ・パンフレットを配置
し周知に努めた。
　
②チラシ・パンフを配置した事により事業
者への周知ができた。

③商工会議所（経営者団体）と連携し、啓
発に努める。

商工会議所をはじめ
経営者団体と連携
し、事業者にワー
ク・ライフ・バラン
ス等について啓発を
図る。

ワーク・ライ
フ・バランス等
の啓発にあたっ
ては、市の所有
するDVDを活
用し、具体的に
イメージ化を図
ることが有効で
はないか。

産業振興課

86

仕
事
と
家
庭
生
活
、

地
域
活
動
の
両
立
支
援

7
基本目標③



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２8年度
の事業目標

平成２8年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２9年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 仕事と子
育て・介
護との両
立ができ
るよう、
環境整備
を進める

育児・介護
休業制度の
普及啓発

労働者が育児休業や
介護休業などを取得
することの理解や協
力を得るため、子育
て期間中の短時間勤
務や子どもの看護休
暇、父母ともに育児
休業制度を取得する
場合の休業可能期間
の延長（パパ・ママ
育休プラス）などの
制度について、関係
機関との連携により
啓発を進めます

労働局、大阪府、
財団法人の作成す
る啓発パンフレッ
トやHPの情報を利
用し、労働者に対
して、最新情報を
積極的に提供して
いく。

①大阪府が発行する「ワーク・ライフ・バ
ランス」のリーフレット等で育児・介護の
両立支援制度や労働条件等の情報提供を実
施したほか、市HPで女性の活躍・両立支援
サイト・仕事と育児カムバック支援サイト
（厚労省委託事業）を紹介し、事業主が活
用できる助成金や全国の企業が実施する取
り組みなどについて情報提供をおこなっ
た。

②HPで情報提供を行ったことで、より多く
の人の目に触れる機会を作った

③厚生労働省のサイトや府などが発行する
資料を活用し、引き続き啓発を進める。

労働局、大阪府、財
団法人の作成する啓
発パンフレットやHP
の情報を利用し、労
働者に対して、最新
情報を積極的に提供
していく。

企業の事務所内
の労働者がかか
える、子育て・
介護の実態把握
と、個々に対応
した制度活用の
情報を提起して
いっていただき
たい。

人権女性政策課

87

育児・介護
休業制度の
普及啓発

労働者が育児休業や
介護休業などを取得
することの理解や協
力を得るため、子育
て期間中の短時間勤
務や子どもの看護休
暇、父母ともに育児
休業制度を取得する
場合の休業可能期間
の延長（パパ・ママ
育休プラス）などの
制度について、関係
機関との連携により
啓発を進めます

育児・介護に関す
る両立支援制度に
ついて市民・庁内
関係課へチラシ等
を配布し情報提供
に努める

①市施設内にチラシ・パンフレットを配置
し周知に努めた。
　
②チラシ・パンフを配置した事により来庁
者等への周知及び啓発はできたもの、それ
以外の効果的な活動の検討はできなかっ
た。

③関係機関と連携し、制度の普及啓発に努
める。

育児・介護に関する
両立支援制度につい
て市民・庁内関係課
へチラシ等を配布し
情報提供に努める。

子育て・介護に
関する両立支援
制度について、
効果的に周知が
進むべく取り組
みを期待する。

産業振興課

88

8
基本目標③



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２8年度
の事業目標

平成２8年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２9年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

事業者に対
する男性の
育児休業、
介護休業取
得に向けた
働きかけ

事業者に対し、子育
ての社会的役割の重
要性や家庭における
男女の共同責任につ
いて認識を浸透させ
るとともに、育児休
業や介護休業制度な
どの男性の利用促進
を働きかけます

育児や介護のため
の両立支援制度概
要等の推進に関す
る、リーフレット
などを活用し事業
者に情報提供を進
めるとともに、実
践状況の把握に努
める。

①大阪府が発行する「ワーク・ライフ・バ
ランス」のリーフレット等で育児・介護の
両立支援制度や労働条件等の情報提供を実
施したほか、市HPで女性の活躍・両立支援
サイト（厚労省委託事業）を紹介し、育児
と仕事を両立している男性の体験談などに
ついて情報提供をおこなった。

②HPで情報提供を行ったことで、より多く
の人の目に触れる機会を作った

③厚生労働省のサイトや府などが発行する
資料を活用し、引き続き啓発を進める。

育児や介護のための
両立支援制度概要等
の推進に関する、
リーフレットなどを
活用し事業者に情報
提供を進めるととも
に、実践状況の把握
に努める。

制度利用の実施
状況や、”男も
育てる””男性
子育て記”等、
市広報紙上で紹
介し、意識喚起
を図ってはどう
か。

人権女性政策課

89

事業者に対
する男性の
育児休業、
介護休業取
得に向けた
働きかけ

事業者に対し、子育
ての社会的役割の重
要性や家庭における
男女の共同責任につ
いて認識を浸透させ
るとともに、育児休
業や介護休業制度な
どの男性の利用促進
を働きかけます

商工会議所をはじ
め経営者団体と連
携し、事業者に育
児休業・介護休業
等の制度につい
て、周知・啓発を
図る

①大阪府が発行するリーフレット「ワー
ク・ライフ・バランス」や労働局の「労働
時間等見直しガイドライン」を利用し、労
働時間等の基本的な考え方の情報提供を
行った。

②事業者の実践状況を把握する実践報告会
の開催といった具体的な取り組みには至ら
なかった。

③労働者への配慮等、事業主の取り組みが
進むよう、実施状況を把握し、引き続き啓
発活動に取り組む必要がある。

商工会議所をはじめ
経営者団体と連携
し、事業者に育児休
業・介護休業等の制
度について、周知・
啓発を図る。

制度利用の実践
報告の会を是非
とも実現してい
ただきたい。

産業振興課

90

9
基本目標③



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標③：男女がともに多様な働き方を選択でき、仕事と生活の調和を推進しましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２8年度
の事業目標

平成２8年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２9年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

保育サービ
スなどの充
実

共働き世帯などの働
く親の仕事と子育て
との両立を支援し、
子どもの健やかな成
長を支援するため、
保育所における延長
保育や一時預かりな
どのサービス、病児
保育、放課後児童ク
ラブの充実に努めま
す

子ども・子育て支
援事業計画に基づ
き、市民ニーズに
即した子育て支援
施策の供給体制の
構築を図る

①子ども・子育て支援事業計画の目標に基
づき、新制度に移行した施設等も含め、事
業の拡充に努めた。

②新制度に移行した施設等を中心に、一
定、供給量を拡大することができた。

③さらなる供給量の確保に向け、市全体で
子育て支援サービスの拡充に向けた取り組
みを進めていく必要がある。

子ども・子育て支援
事業計画に基づき、
市民ニーズに即した
子育て支援施策の供
給体制の構築を図
る。

子ども・子育て
支援事業計画に
基づき、安心し
て子供を産み、
育てることがで
きる「かどま」
に向け支援サー
ビスの環境整備
を図られたい。

保育幼稚園課

91

介護サービ
スなどの充
実

介護を必要とする高
齢者を抱え、仕事と
の両立を図ろうとす
る家庭に対し、介護
保険制度に関する情
報提供の充実を図
り、介護サービスの
効果的な提供支援を
通じて、介護が個
人・家族の責任から
社会の責任として定
着するように努めま
す

今後も高齢者数及
び高齢化率の上昇
が見込まれるた
め、適切な要介護
認定及び保険給付
のみならず、家族
介護者の支援や介
護の予防について
も重点的に進める

①地域包括支援センター等と連携し、介護
保険制度の周知や家族介護者の相談に取り
組んだ。

②相談機関の周知とともに、地域包括支援
センター等と連携し、個別のニーズに応じ
た相談体制の充実に努めた。

③地域包括支援センター・ケアマネー
ジャー・介護者家族の会等に協力を依頼
し、より一層の周知が必要である。

今後も高齢者数及び
高齢化率の上昇が見
込まれるため、適切
な要介護認定及び保
険給付のみならず、
家族介護者の支援や
介護の予防について
も重点的に進める。

制度改正の中
で、社会の責任
としての介護
が、より厳しい
状況になりつつ
ある。介護者の
負担増にならな
い、きめ細かい
取組みをお願い
したい。

高齢福祉課

92

10
基本目標③



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号

1 1 生涯を通
じ男女が
健康を保
持・増進
できるよ
う、心身
の健康に
関する啓
発・教育
を進める

性と生殖に
関する健康
と権利（リ
プロダク
ティヴ・ヘ
ルス／ライ
ツ）に関す
る啓発

女性の人権として、
性と生殖に関する健
康と権利（リプロダ
クティヴ・ヘルス／
ライツ）の正しい概
念を周知します

広報紙やホーム
ページを利用した
周知・啓発に合わ
せ、セミナー等で
の啓発に努める

①３月１日～８日の「女性の健康週間」や
３月8日の「国際女性デー」に合わせ、
「リプロダクティブ・ヘルス/ライツ」に関
する記事を市HPに掲載した。また、3月8
日のハローワーク主催の女性就労説明会で
も「リプロダクティブ・ヘルス/ライツ」に
関するチラシを配布した。

②女性の健康と権利を尊重する概念を広く
周知するためには、より効果的な周知方法
の検討が必要。

③「リプロダクティブ・ヘルス/ライツ」の
概念について説明する内容であったため、
「読み物」としては難解な内容になってし
まった。手に取って気軽に読んでいただけ
るよう工夫が必要。その他の手段による啓
発についても検討が必要。

広報紙やホームペー
ジを利用した周知・
啓発に合わせ、セミ
ナー等での啓発に努
める。

28年度は、HP
利用やチラシ配
布などの啓発を
開始されたこ
と、第一歩とし
て評価できる。
概念を説明する
難解な内容に
なってしまった
とあるが、今後
はより効果的な
方法を探ってい
ただきたい。

人権女性政策課

93

性の尊重に
関する教育
の推進

性と生殖に関して健
康であることの重要
性や性感染症、ＨＩ
Ｖ／エイズなどに関
する正しい知識の普
及啓発を進めます

中学校における性
教育の機会の増加
を目指す

①中学校からは性教育の依頼がなかったも
のの、保健福祉センター内において、チラ
シの設置やポスター掲示などを実施した。

②正しい知識の普及啓発に努めた。

③引き続き、普及啓発を進める。

引き続きチラシやポ
スターなどをとおし
て啓発に努めるとと
もに、依頼があれば
学校などにおいても
健康教育を行う。

作成されたチラ
シやポスターを
センター内で掲
示するだけでな
く中学に配布
し、各中学校で
性教育をどの程
度実施している
のか、アンケー
ト調査など実施
してはどうか。

健康増進課

94

方針 施策

生
涯
を
通
じ
た
男
女
の
健
康
支
援

1 基本目標④



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

性の尊重に
関する教育
の推進

性と生殖に関して健
康であることの重要
性や性感染症、ＨＩ
Ｖ／エイズなどに関
する正しい知識の普
及啓発を進めます

性の多様性を尊重
する意識や態度を
児童・生徒に育む
ために、性に関す
る指導や取組を継
続的に進めてい
く。

①小中学校の教職員に対して、性に関する
研修への参加を促すとともに、性感染症予
防、ＨＩＶ/エイズの啓発を行った。

②各学校において、児童・生徒の発達段階
に応じた性に関する指導が実施できた。

③性に関する意識や価値観が多様化する
中、児童・生徒が性の多様性を尊重する意
識や態度を育む取組が必要である。

性に関する価値観のち
がいを認め合う意識を
児童・生徒に育むため
に、外部講師を招聘す
る等の特別な取組も継
続的に進めていく。

性の多様性を尊重
する意識や態度を
育むためには、ま
ず「性別役割分担
意識」に気付くプ
ログラムが必要だ
と思う。外部講師
の招聘もそういっ
た取組の１方法と
して有効だと考え
る。

学校教育課

95

男女の健康
に関する啓
発

男女の健康に関する
啓発について、生活
習慣病予防教室や骨
粗しょう症予防教室
などを開催し、広報
紙などを活用し、市
民が受講しやすい内
容に努めます

Ｌｅｔ´ｓアンチ
エイジング教室で
は市民の関心の高
いクッキングの機
会も設けることで
参加者数の増加を
目指す

①Ｌｅｔ´ｓアンチエイジング教室では市
民の関心の高いクッキングの機会を設け
た。

②前年度に比べて参加者数が増加した。

③食育ボランティアの育成にも取り組む。

食育ボランティアの
活躍の場を増やし、
市民と一緒に健康づ
くりに取り組む。

市民の食育ボラン
ティアを育成し、
その活躍の場を増
やす取組は、地域
の活性化にも繋が
るもので評価でき
る。食育ボラン
ティアが女性に偏
らない育成を望
む。

健康増進課

96

2 基本目標④



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

飲酒、喫
煙、薬物乱
用防止対策
などの推進

医師会や保健所など
の関係機関、学校、
家庭、地域などとの
連携により、飲酒、
喫煙、薬物乱用防止
対策に努めます

保健所や医師会な
どの関係機関と連
携を図りながら、
健康保持等の周知
啓発に努める。

①３中校区の小・中学校保護者に対し依頼
にもとづき、飲酒・喫煙に関する健康教育
を実施した。

②多くの来場者に興味を持って見てもらう
ことができた、特にたばこの喫煙指導媒体
を用いた喫煙啓発は関心も高く、たばこの
害の啓発活動を行うことができた。

③引き続き、健康展や健診等の場で健康保
持・増進に関する情報提供に努め周知啓発
を図る。

保健所や医師会など
の関係機関との連携
を図りながら、健康
の保持等の周知啓発
に努める。

小・中学校保護
者へ飲酒・喫煙
の健康教育を実
施され、効果的
な啓発をされた
ことは評価でき
る。今後も依頼
につながるよう
工夫を望む。喫
煙や受動喫煙が
妊娠・出産や子
どもに及ぼす影
響の大きさも
しっかり伝えて
いただきたい。

健康増進課

97

2 生涯各期
に応じた
健康対策
を進める

妊娠や出産
などに関す
る健康支援

飛び込み出産の防止
や妊娠高血圧症候
群、貧血の早期発見
など、妊婦の健康の
保持・増進を図るた
め、妊婦健康診査の
周知と受診の促進を
図ります。また、相
談や乳幼児健診、訪
問活動など、母子の
健康の保持・増進を
図ります

母子健康手帳の交
付時に保健師によ
る全数面接を行
い、妊娠時からの
支援を行い、妊婦
健診の受診勧奨及
び妊婦の相談など
にも対応する。

①母子健康手帳の交付時に保健師による全
数面接を実施した。また、引き続き妊婦健
診に係る費用の公費負担を実施した。

②妊娠時から個別支援を行うことができ
た。また、妊婦健診の公費負担を行うこと
で、自己負担の軽減及び妊婦の健康の保持
増進に取り組むことができた。

③引き続き保健師等による全数面接から必
要なケースには早期に地区担当保健師の介
入につなげる。

母子健康手帳の交付
時に妊娠・出産に関
する専門性の高い助
産師による全数面接
を行い、妊婦健診の
受診勧奨及び妊婦の
相談などにも対応す
る。

妊婦が安心して
相談できる取組
は高く評価でき
る。女性が安定
した産前・産後
を送れることが
子どもの安定に
もつながる。
相談の編み目か
らこぼれる女性
がいないよう、
さらなる取組を
お願いしたい。

健康増進課

98

3 基本目標④



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

乳幼児期か
らの食育の
推進

健康づくりの基礎と
なる乳幼児期に、適
切な食習慣の確立や
食を通じた豊かな人
間性の構築、家族の
関係づくりなどを深
めるため、食生活の
重要性について、総
合的な食育の推進を
図ります

関係機関とも連携
を図りながら、門
真市健康増進計
画・食育推進計画
の推進体制を充実
させ計画実行に取
り組む

①食育ボランティア養成講座を開催し、そ
の育成に取り組んだ。

②養成講座受講者のうち、8割以上が食育
ボランティアとして登録。

③門真市健康増進計画・食育推進計画の推
進体制を充実させ、計画の中間見直しに向
けて取り組む。

門真市健康増進計
画・食育推進計画の
推進体制を充実さ
せ、計画の中間見直
しに向けて取り組
む。食育ボランティ
アの活躍の場を持
ち、食育を推進して
いく。

食育ボランティ
アの養成に取り
組まれたこと、
評価できる。食
育ボランティア
養成が軌道にの
り、その方達が
活躍されること
を期待する。意
識的に男性への
働きかけもお願
いしたい。

健康増進課
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成人・高齢
期における
健康づくり
の推進

死因や要介護認定の
原因疾患の男女の違
いなどを踏まえ、が
ん検診の受診や疾病
に関する正しい知識
の啓発を進めます。
また、心の健康相談
の充実に努めます。

がん検診やその他
健診についての周
知・受診勧奨に努
める。また、心の
問題など、適切な
相談窓口を紹介し
充実した相談支援
を進める。

①がん検診は集団・個別の両方式、一般健
診は個別健診を行った。

②市民が身近な医療機関で健診を受ける機
会を設けることができた。

③乳がん・子宮がん検診については対象と
なる市民に無料クーポン券を送付するとと
もに、過去５年間の未受診者に対し無料
クーポン券を送付し受診を促した、心の健
康相談については、保健所など関係機関・
関係各課との連携強化を図る。

がん検診やその他健
診についての周知・
受診勧奨に努める。
また、心の問題な
ど、適切な相談窓口
を紹介し充実した相
談支援を進める。

性差に注目した
保健や医療・介
護予防対策が必
要である。
過去5年間の未
受診者に無料
クーポンを送付
するなど､きめ
細かな検診率を
上げる工夫は評
価でき、是非継
続して取り組ん
でいただきた
い。

健康増進課
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4 基本目標④



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

健康づくり
を意識した
運動習慣の
促進

生涯を通じ、健康づ
くりを意識した運動
の習慣づけをめざ
し、啓発を行うとと
もに、年代や体力に
応じたスポーツ活動
を促進します

「門真市スポー
ツ・レクリエー
ション大会」を通
じて普段スポーツ
に馴染みのない市
民が、体を動かす
ことの楽しさを感
じれるよう、更な
る内容の充実を図
りたい。

①門真市スポーツ少年団が主催する大会事
業に対し補助金を交付するとともに、門真
市体育協会との共催で、北河内地区総合体
育大会をはじめ、大阪府総合体育大会、三
島・北河内地区対抗柔道大会、北河内地区
駅伝競走大会を開催した。
また、平成26年度から開催した「門真市ス
ポーツ・レクリエーション大会」も第3回
を迎え、新たにソフトバレーボール、テニ
スの団体も参画し、内容の充実が図れた。

②「門真市スポーツ・レクリエーション大
会」の企画運営に、今回新たに３Ｂ体操協
会やスポーツ吹矢等が参画し、活躍された
ことに加え、開催内容の充実及び電子媒体
を活用した周知方法の充実を図り、前年度
に比べ参加者が70０名程度増加した。

③更なる参加者の増加をめざし、子どもか
ら高齢者、障がい者など、誰もが気軽に参
加できる運営方法を検討する。

市民のスポーツの振
興、健康の増進を図
るため、市民の誰も
が気軽に参加でき、
スポーツ・レクリ
エーション活動の
きっかけづくりとな
る門真市スポーツ・
レクリエーション大
会の更なる充実を図
りたい。

「門真市スポー
ツ・レクレー
ション大会」参
加者が年々増加
していること、
増加者が、多様
な年齢層である
ことが推測でき
評価できる。
年齢・性別を問
わず体を動かす
楽しさを味わう
機会を、さらに
活性化させるに
は、各種大会の
企画運営に女性
を始め多様な人
の参画を増やす
こと、身近に日
常的に運動を楽
しめる場の開設
が必要である。

社会教育課
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健康づくり
を意識した
運動習慣の
促進

生涯を通じ、健康づ
くりを意識した運動
の習慣づけをめざ
し、啓発を行うとと
もに、年代や体力に
応じたスポーツ活動
を促進します

歩こうよ・歩こう
ね運動のスポーツ
活動の促進を行
い、高齢者が、こ
の運動を自主的に
取り組むことによ
り、介護予防など
になるため、参加
者数の増加を目指
す

①事業の周知に努めるとともに、関係機関
と連携し、歩こうよ・歩こうね運動等ス
ポーツ活動の促進に努めた。

②高齢者の健康維持・増進に寄与した。

③高齢者の閉じこもりや介護予防のために
運動習慣を身につけ、健康の維持・推進を
図るため、今後は、更なる参加数や完歩者
が増加していくような周知や動機づけにつ
いて支援が必要である。

歩こうよ・歩こうね
運動のスポーツ活動
の促進を行い、高齢
者が、この運動を自
主的に取り組むこと
により、介護予防な
どになるため、参加
者数の増加を目指
す。

高齢者が参加し
やすい条件とし
て、会場や集合
場所が自宅近く
であることも、
大きいと思え
る。
日常に近い場所
で楽しみながら
参加できる工夫
を期待したい。

高齢福祉課
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5 基本目標④



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 1 困難な状
況に置か
れた人々
の課題解
決のため
の支援を
強化する

ひとり親家
庭に対する
支援

母子家庭等ひとり親
家庭の自立支援を計
画的に進めます

第３次ひとり親家
庭等自立促進計画
に基づき、ひとり
親家庭の自立支援
に努める。また、
高等学校卒業程度
認定試験合格支援
事業を実施し、更
なる就労支援に努
める。

①自立支援員によるひとり親自立支援相談
を161件（3月末時点）実施した。また、
ひとり親家庭や関係機関職員向けの研修会
を実施し、離婚問題についての知識を深め
た。
　
②自立支援教育訓練給付金が１件、高等職
業訓練促進給付金事業が５件の実績があっ
た。高等学校卒業認定試験合格支援事業に
ついては周知啓発を行い、相談が少しづつ
みられている。また、プログラム策定事業
を行うことで、個々のニーズに合わせた就
労支援を行った。

③今後も引き続き自立支援員による相談業
務等を実施する中で、関係機関と連携する
ことにより、適切な支援に努める。

第３次ひとり親家庭
等自立促進計画に基
づき、ひとり親家庭
の自立支援に努め
る。また、自立支援
に向けた給付金の対
象者の拡充を図るこ
とで、更なる就労支
援に努める。

一人親家庭には
特に子供の将来
がかかってい
る。特に必要な
のは経済支援で
す。そのために
は給付金対象者
の拡充も図って
ほしい。そのた
めの自立支援に
力を入れること
をお願いした
い。

子育て支援課
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高齢者に対
する支援

介護保険サービスの
提供を進め、地域で
の自立した生活を支
援するための事業を
推進します

地域包括支援セン
ター・介護保険事
業者・高齢者に関
わる地域住民らと
のさらなる連携の
強化（地域包括ケ
アシステム構築の
ため、地域ケア会
議の推進を図る）

①地域包括支援センター及び介護保険サー
ビス事業者・民生委員・校区福祉委員等を
対象に、市域包括ケア会議を実施（連絡部
会・地域支援部会・全体部会）した。
また、地域ケア会議を圏域ごとに開催し、
現状把握・改善策等を関係機関と連携を図
り検討した。
　
②会議の種類に応じて、地域包括支援セン
ター及び介護保険事サービス業者・民生委
員・校区福祉委員等、高齢者に関わる方々
に参加をして頂き、連携の重要性を周知で
きた。
　
③引き続き地域ケア会議を積極的に実施
し、地域住民との連携を図ると共に、地域
課題の抽出・改善策を検討していく。

地域包括支援セン
ター・介護保険事業
者・高齢者に関わる
地域住民らとのさら
なる連携の強化（地
域包括ケアシステム
構築のため、地域ケ
ア会議の推進を図
る）。

支援者側から見
ればお世話を必
要としている人
がいる。家族も
必要としている
はずなのだが、
拒む場合があ
る。本人家族が
進んで出向くよ
うなプライドを
落とさないよう
な支援の仕方も
あるのではない
かと思う。

高齢福祉課

104

さ
ま
ざ
ま
な
困
難
を
抱
え
る
人
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
環
境
の
整
備

6 基本目標④



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

障がいのあ
る児童に対
する支援

障がいのある子ども
が、地域で社会の一
員として主体的に生
きる力を高められる
ように、関係機関な
どと連携し、ライフ
ステージに合った福
祉・保健・医療など
を支援します

障がい福祉サービ
ス・地域生活支援
事業、障がい児通
所支援の提供を行
い、障がい児の療
育を推進し、保護
者の負担も軽減し
ていく。

①平成29年3月時点での障がいのある子ど
ものサービスの利用状況は、障がい福祉
サービス・地域生活支援事業については減
少傾向にあり、受給者証の発行数は、30～
50人となっているものの、障がい児通所支
援についてはサービスが創設された24年以
来増加し続け、平成29年3月時点で受給者
証の発行数は275人となっている。

②障がいのある児童に対し、学校・事業
所・市が連携し、障がい児支援利用計画を
基に、必要な療育の機会を提供するととも
に、保護者の負担も軽減できた。

③今後も療育を必要とする障がいのある子
どもがサービスを利用できるよう、関係機
関に周知するとともに、市ホームページ・
福祉のしおり等でも継続して周知に努め、
サービスを利用しやすい環境作りに努めて
いく。

障がい福祉サービ
ス・地域生活支援事
業、障がい児通所支
援の提供を行い、障
がい児の療育を推進
し、またその生活を
支えるとともに、保
護者の負担も軽減し
ていく。

障がい児をもつ
親には多面にわ
たって負担が大
きくのしかかっ
ていると思う。
市の方も、多面
にわたっての支
援の手を差し伸
べていってほし
い。

障がい福祉課
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障がいのあ
る人に対す
る支援

障がい福祉サービス
の提供を進め、地域
での自立した生活を
支援するための事業
を推進します

障がい福祉サービ
ス・地域生活支援
事業等の提供を行
い、障がい者の自
立に向けた支援を
行う。

①難病等の方々にも障がい福祉サービス・
地域生活支援事業のサービス提供を実施し
た。

②就労を希望する方へ障がい福祉サービス
による就労訓練の機会を提供するととも
に、一般就労に向けた支援を行った。また
就労相談にも関係機関と連携して対応する
など自立した生活への支援を実施した。

③市ホームページ・福祉のしおり等で対象
者に継続して周知を行う。

障がい福祉サービ
ス・地域生活支援事
業等の提供を行い、
障がい者の自立に向
けた支援を継続して
実施する。

役所、行政の支
援は元より障が
い者は幅広く地
域の見守りが大
事だと思う。特
に掛け声運動が
大切。支援継続
を期待する。

障がい福祉課
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7 基本目標④



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

生活が困窮
している人
に対する自
立支援

生活が困窮している
人への相談や指導・
助言を行い、自立に
向けた支援に努めま
す

引き続き生活困窮
者自立相談支援事
業の実施により、
生活困窮に関する
相談を一元的に受
け付ける窓口とし
て機能するととも
に、相談者に寄り
添って自立にむけ
た支援を図ってい
く。また、生活困
窮者就労準備支援
事業を新たに実施
し、就労支援の取
り組みを強化す
る。

①生活困窮者に対する総合的な相談窓口と
して機能している。一人ひとりに合わせた
支援計画を作成し、住居確保給付金による
家賃の給付および門真市援護資金貸付をは
じめとした生活費の貸付等により、寄り添
いながら自立にむけた支援を図っている。
平成28年度からは生活困窮者就労準備支援
事業も開始し、手厚い就労支援を実施して
いる。

②一人ひとりに合わせた支援策を検討する
ことで、より丁寧な支援を行えるように
なった。

③課題を抱えた方がすぐに相談できるよう
周知に努める。就労支援の利用者増加に向
けた取り組みを行っていく。

引き続き生活困窮者
自立相談支援事業の
実施により、生活困
窮に関する相談を一
元的に受け付ける窓
口として機能すると
ともに、相談者に寄
り添って自立にむけ
た支援を図ってい
く。また、生活困窮
者就労準備支援事業
の利用者増加を目指
す。

生活困窮者に対
する総合的な相
談機能は、相談
者が第一歩を踏
み出す、とても
大きな役割を果
たしていると考
えられる。今後
も、相談者に寄
り添った支援と
利用者増加に向
けた取組をさら
に推進してほし
い。

福祉政策課
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生活が困窮
している人
に対する自
立支援

生活が困窮している
人への相談や指導・
助言を行い、自立に
向けた支援に努めま
す

関係各課及び課内
に配置した相談員
（就労支援員等）
及び関係機関（ハ
ローワークナビ支
援等）を活用し、
生活困窮者（生活
保護受給者）の自
立支援に努める

①課内に就労支援員等を配置し、生活困窮
者（生活保護受給者）の自立支援を行っ
た。

②就労支援員等を配置したことにより、生
活困窮者（生活保護受給者）の自立の助長
につながった。

③市が実施する就労支援事業を見直すとと
もに、ハローワークの常設窓口の設置に向
けて準備を行い、さらなる生活保護受給者
の自立支援体制の充実を図る。

Ｈ29年5月から福祉
事務所内にハロー
ワークの常設窓口を
開設することから、
生活困窮者（生活保
護受給者）のための
ワンストップサービ
スを提供し自立支援
に努める。

福祉事務所内に
ハローワークの
常設窓口を設置
することの意義
は と て も 大 き
い。連携をより
強化した、就労
支援の充実を期
待する。

保護総務課・保護課
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8 基本目標④



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

就労困難者
に対する就
労支援

母子家庭の母や寡
婦、高齢者や障がい
のある人など、就労
が困難な人の就労を
促進するため、ハ
ローワーク等関係機
関と連携し、就労機
会の確保・拡大に努
めます

地域就労支援セン
ターにおいて、職
業訓練等の情報提
供するとともに、
ハローワークとの
より一層の連携強
化を図り、ひとり
でも多くの就職困
難者が就労できる
ように努める

①国や大阪府からの技能向上、資格取得の
ための職業訓練等の情報提供等のチラシ・
パンフレットを設置し、情報提供及び周知
に努めた。

②地域就労支援センターにおいて、ハロー
ワークで得た情報を提供するといった形で
連携を行うことができた。

③ハローワークとの連携をより強化し地域
就労支援センターによる就労相談・支援に
努める。

地域就労支援セン
ターにおいて、職業
訓練等の情報提供す
るとともに、ハロー
ワークとのより一層
の連携強化を図り、
ひとりでも多くの就
職困難者が就労でき
るように努める。

就労困難の要因
は様々である。
一人ひとりに寄
り添い、様々な
要因に対応して
いくことが必要
である。そのた
めにも、ハロー
ワ ー ク を 含 め
様々な関係機関
との連携強化が
必要である。

産業振興課
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小地域活動
の推進

地域の高齢者や障が
いのある人、子育て
中の親子など支援を
必要とする人々が住
み慣れたまちで安心
して生活できるよう
に、地域住民の参加
と協力による支え合
い、助け合いの取り
組み「小地域活動」
を推進し、地域力の
強化を図ります

引き続き門真市社
会福祉協議会が実
施する小地域ネッ
トワーク活動に対
し、補助金を交付
するとともに、よ
りきめ細やかかつ
実効的な事業が実
施できるような仕
組みづくりや助言
を行っていく。

①門真市社会福祉協議会が実施する小地域
ネットワーク活動に対し事業費補助を行っ
た。

②地域住民が主体となった支え合い活動を
支援することにより、地域力の向上につな
がった。

③地域住民の参加と協力により支えあい助
け合う活動を推進できるような仕組みづく
りや助言を引き続き検討していく。

引き続き門真市社会
福祉協議会が実施す
る小地域ネットワー
ク活動に対し、補助
金を交付するととも
に、よりきめ細やか
かつ実効的な事業が
実施できるような仕
組みづくりや助言を
行っていく。

小地域ネット
ワーク活動によ
る情報提供や啓
発活動など、情
報の周知が大切
である。地域の
つながりを広く
活用し、支えあ
う活動をさらに
推進してほし
い。

福祉政策課
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9 基本目標④



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

2 女性であ
ることで
複合的に
困難な状
況に置か
れている
人々への
対策を進
める

情報提供の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、生活情報や行政
サービス情報などを
提供します

広報やホームペー
ジだけでなく、講
演会開催時に情報
提供するなど、困
難な状況にある女
性が安心できる情
報提供を行う

①女性サポートステーションにおいて女性
のための相談を行うとともに、関係機関の
情報や支援内容についてワンストップで提
供した。
また、市役所で実施した「外国人のための
１日相談会」のチラシを人権女性政策課前
及び女性サポートステーションに配架し、
人権相談員が相談会に同行する体制を整え
た。

②複合的な要因で困難な状況にある女性が
安心できる支援体制を整えることができ
た。

③さらに周知を行い、安心して日常生活を
送ることができるよう、情報提供に努め
る。

広報やホームページ
だけでなく、講演会
開催時に情報提供す
るなど、困難な状況
にある女性が安心で
きる情報提供を行
う。

女性サポートス
テ ー シ ョ ン の
様々な活動や情
報提供の場とし
て、女性の自立
支援に向けてと
ても大きな役割
を 果 た し て い
る。地域のネッ
トワークも活用
し、女性サポー
トステーション
の必要な情報を
必要な人にくま
なく届くような
体制づくりをさ
らに推進してほ
しい。

人権女性政策課

111

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

人権相談や女性の
ための相談、人権
擁護委員の相談を
引き続き実施する
とともに、関係機
関や庁内各課と連
携し、相談体制の
充実を図る

①各種相談窓口の相談件数（2８年度）
人権相談 355件
女性のための相談 238件
人権擁護委員の相談 1件

②人権相談及び女性のための相談は前年よ
り増加傾向にある。

③相談事業についてはあらゆるイベントや
講座で紹介するとともに、人権特集号など
において周知を行った。

人権相談や女性のた
めの相談、人権擁護
委員の相談を引き続
き実施するととも
に、関係機関や庁内
各課と連携し、相談
体制の充実を図る。

相談件数やイベ
ント参加人数の
増加から、女性
サポートセン
ターの相談体制
の充実が図られ
ていることは、
一定の成果であ
る。さらなる啓
発に努め、情報
提供を推進して
ほしい。

人権女性政策課
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10 基本目標④



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

相談体制の充実を
図るとともに、関
係各課及関係機関
とのさらなる連携
強化に努める

①自立支援員によるひとり親自立支援相談
について161件（3月末時点）対応した。

②ひとり親家庭等の相談内容に応じ、関係
各課や関係機関との連携を図り、支援を
行った。
　
③自立支援員による相談を行い、関係各課
や関係機関と連携して、支援に努めるとと
もに、自立支援員の相談の周知啓発に努め
る。

相談体制の充実を図
るとともに、関係各
課及び関係機関との
さらなる連携強化に
努める。

自立支援相談や相
談内容による関係
各課や関係機関と
の連携により、自
立支援員による相
談の充実が図られ
ている。さらに、
市内各校・園など
との連携も含め、
情 報 共 有 を は じ
め、自立支援に向
けての取り組みの
充実を図ってほし
い。

子育て支援課

113

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

障がいのある女性
や高齢者・難病等
の方々の相談に対
応できるよう、障
がい者基幹相談支
援センターを中核
としたネットワー
クの強化に取り組
む。

①障がいのある女性・高齢者・難病等の
方々からの相談、障害者虐待防止法に関わ
る相談等に障がい者基幹相談支援センター
を含め、関係機関と連携して対応するな
ど、相談支援体制の充実が図れた。また、
28年4月施行の障害者差別解消法に関する
相談にも対応できるよう庁内への周知を図
るとともに、関係機関との連携を図り相談
体制を充実させた。

②関係機関との連携により様々な問題に対
し、スムーズに対応できるよう取り組め
た。また障がい者基幹相談支援センターを
中核とするネットワークによる相談支援体
制の構築ができた。

③今後も障がい者基幹相談支援センターを
中核としたネットワークの強化に取り組む
とともに、各地域での相談支援のニーズを
把握できるよう努める。

障がいのある女性や
高齢者・難病等の
方々の相談に対応で
きるよう、障がい者
基幹相談支援セン
ターを中核とした
ネットワークの強化
に引き続き取り組
む。

今後も障がい者
基幹相談支援セ
ンターを中核と
したネットワー
クの強化に取り
組んでほしい。
地域において
も、車いすを用
意している自治
会を支援の取り
組みに活用して
欲しい。

障がい福祉課
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11 基本目標④



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

母子家庭や寡婦、
障がいのある女
性、外国人女性の
生活保護受給者世
帯について関係各
課及び機関と連携
を図ると共に、専
任の面接相談員を
配置し、人権侵害
などの事情への総
合的な対応に努め
る

①関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに、専任の面接相談員を配置し、母子家
庭や寡婦、障がいのある女性、外国人女性
の生活保護受給者世帯への対応を行った。

②関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに、専任の面接相談員を配置することに
より、人権侵害などの事案への対応がきめ
細かく行えるようになった。

③関係各課及び関係機関との連携を今後も
きめ細かく行っていくとともに、専任の面
接相談員の充実を図る。

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性の生活保護
受給者世帯について
関係各課及び機関と
連携を図ると共に、
専任の面接相談員を
配置し、人権侵害な
どの事情への総合的
な対応に努める。

生活保護受給者
の十分に対応し
て話を聞き、専
任の面接相談と
共にチームワー
クで安心させ自
立に導いて欲し
い。

保護総務課・保護課

115

相談体制の
充実

母子家庭や寡婦、障
がいのある女性、外
国人女性などが、安
心して日常生活を送
ることができるよう
に、また、人権侵害
などの事象に総合的
に対応できるよう
に、関係課や関係機
関との連携強化を図
ります

関係機関等との更
なる連携強化を図
る

①保健師の家庭訪問や相談により母子家庭
の母や障がいのある女性、外国人女性など
の支援をした。

②複数の関係各課と連携することで相談者
に対し充実したきめ細かい対応やサービス
が提供できた。

③引き続き関係各課及び機関との連携強化
を図るとともに専門性の向上に努める。

関係機関との更なる
連携強化を図る。

関係各課や関係
機関等との連携
をさらに強化
し、相談・支援
体制をさらに充
実させてほし
い。

健康増進課

116

12 基本目標④



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

人権相談や女性の
ための相談、人権
擁護委員の相談に
おいて関係各課や
関係機関等との連
携を図り相談対応
の充実に努める

①人権相談と女性のための相談員が月１回
定期的に情報交換会を行うようになり、相
談対応例について常々検討しているほか、
関係機関とも日頃から情報交換を行い、複
合的な課題に関し協力して対応する体制を
整えた。
また、人権擁護委員による人権相談では、
市役所には来庁しにくい方々などを対象
に、市内９か所の福祉施設において特設相
談を実施した。

②関係機関と連絡を密にすることにより、
いざという時の選択肢が増え、相談者によ
り良い情報を提供できるようになった。ま
た、特設人権相談では２件の相談があっ
た。

③様々な問題をもったケースについて、実
情に合った対応できるよう、さらなる連携
体制を強化する。

人権相談や女性のた
めの相談、人権擁護
委員の相談において
関係各課や関係機関
等との連携を図り相
談対応の充実に努め
る。

人権相談におい
ても、関係各課
や各関係機関等
との連携を図
り、福祉施設で
の出張相談以外
に、地域の自治
会の活用につい
ても検討してほ
しい。

人権女性政策課

117

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

相談体制の充実を
図るとともに、関
係各課及関係機関
とのさらなる連携
強化に努める。

①複雑な問題に対する解決を図るため、対
象者の状況把握に努め、必要な支援を展開
するべく、関係各課や関係機関と連携を
行った。

②各関係機関と連携を図ることで、毎年増
加する児童虐待をはじめとした様々な相談
に対応することができた。

③平成28年度より要保護児童連絡調整会議
代表者会議を８月開催へ変更（これまでは
2月）したことにより、各関係機関との情
報共有を早期に実施でき、連携しやすい体
制を構築できた。

相談体制の充実を図
るとともに、関係各
課及関係機関とのさ
らなる連携強化に努
める。

相談体制の充実
を図ることと課
題を抱えた家庭
に対する気付き
体制を充実させ
るために地域・
関係機関に対す
る啓発活動を推
進してほしい。

子育て支援課

118

13 基本目標④



平成28年度「第2次かどま男女共同参画プラン」推進状況等調査シート

基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

障がいのある女
性・高齢者・外国
人、難病等の方々
が抱える様々な問
題に対応できるよ
う、今後も障がい
者基幹相談支援セ
ンターを中核とし
たネットワークの
強化に取り組む。

①障がいのある女性・高齢者・外国人、難
病等の方々が抱える様々な問題に関係機関
と連携して取り組んだ。また障がい者基幹
相談支援センターを中核とするネットワー
クによる相談支援体制の構築ができた。

②個人の複合的な問題に対応するだけでな
く、世帯の複合的な問題にも対応する等、
関係機関と連携して対応を実施した。また
障がい者基幹相談支援センターを中核とす
るネットワークによる問題解決にも取り組
めた。

③さまざまな問題を抱える障がい者及びそ
の世帯の相談に対して対応ができるよう、
今後も障がい者基幹相談支援センターを中
核としたネットワークの強化に取り組む。

障がいのある女性・
高齢者・外国人、難
病等の方々が抱える
様々な問題やその世
帯の相談に対して対
応ができるよう、今
後も障がい者基幹相
談支援センターを中
核としたネットワー
クの強化に取り組む
とともに、社会資源
の活用等に取り組
む。

複雑な問題に対
応できるように
基幹相談支援セ
ンターを核とし
た社会資源ネッ
トワークの構築
を強化推進し、
常時利用できる
社会資源情報の
刷新と社会資源
の新規開拓に取
り組んでほし
い。また関係者
に対して、問題
の多様性に対応
できる専門的研
修を実施してほ
しい。

障がい福祉課
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14 基本目標④
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基本目標④：男女が健康で安心して暮らせるセーフティネットを充実していきましょう

施策の内容
（項目） 市の取り組み

平成２８年度
の事業目標

平成２８年度の
①推進状況　②評価　③改善点

平成２９年度
の事業目標

審議会の意見 担当課 番号方針 施策

複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

複合的な問題を抱
えた生活保護受給
者世帯の悩みや困
難を解決するため
関係各課及び関係
機関と連携を図る
とともに、課内の
相談員（子ども健
全育成相談員等）
を活用することに
より問題の解決に
努める

①関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに、課内の相談員（子ども健全育成相談
員等）を活用することにより、子育てや日
常生活における複合的な問題を抱えた生活
保護受給者世帯の悩みや困難を解決し、世
帯の自立助長を行った。

②関係各課及び関係機関と連携を図るとと
もに、課内の相談員（子ども健全育成相談
員等）を活用することにより、子育てや日
常生活の悩みや困難が解消され世帯の自立
助長が図られた。

③関係各課及び関係機関と連携をきめ細や
かに行う。また、課内の相談員（子ども健
全育成相談員等）のさらなる活用を行う。

複合的な問題を抱え
た生活保護受給者世
帯の悩みや困難を解
決するため関係各課
及び関係機関と連携
を図るとともに、課
内の相談員（子ども
健全育成相談員等）
を活用することによ
り問題の解決に努め
る。

地域全体を見守
る体制を強化す
ることと、地域
の問題家庭に関
する気付きを情
報交換する場を
市民レベルで持
てるように図っ
てほしい。地域
の情報を集約す
る手段の構築や
関係各課及び関
係機関の連携支
援体制をより充
実させてほし
い。公民合同の
ケーススタデイ
を催すなどし
て、問題意識や
気付き能力の向
上を図ってほし
い。

保護総務課・保護課
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複合的な課
題に関する
対応

さまざまな複合的な
課題を抱えた家庭の
悩みや困難を解決す
るため、関係課や関
係機関などとの連携
による対応の充実を
図ります

関係機関との更な
る連携強化を図る

①ＤＶ・虐待・経済面など多様な問題を抱
える家庭については、保健師を中心に関係
各課と連携を図り支援を行っている。

②関係各課と連携を図ることで、家庭内の
問題解決に結びつきやすくなった。

③引き続き関係機関との連携を図るととも
に保健師の資質の向上に努める。

関係機関との更なる
連携強化を図る。

ＤＶ・虐待・経
済面の問題は微
妙な面があるの
で関係機関との
連携によって的
確な支援ができ
るように努める
ことが必要だと
思う。

健康増進課
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15 基本目標④
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